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Ⅰ 公立大学法人公立はこだて未来大学の概要 

 １ 法人の概要 

(1) 法 人 名  公立大学法人公立はこだて未来大学 

  (2) 所 在 地  函館市亀田中野町 116 番地２ 

  (3) 法人設立年月日  平成 20 年４月１日 

  (4) 設立団体  函館圏公立大学広域連合 

  (5) 目  的 

    この公立大学法人は，地方独立行政法人法に基づき，大学を設置し，および管理

することにより，「人間」と「科学」が調和した社会の形成を希求し，高度情報社

会に対応する深い知性と豊かな人間性を備えた創造性の高い人材を育成するととも

に，知的・文化的・国際的な交流拠点として地域社会と連携し，学術・文化や産業

の振興に寄与することを目的とする。 

  (6) 業  務 

    ① 公立大学を設置し，これを運営すること。 

     ② 学生に対し，修学，進路選択および心身の健康等に関する相談その他の援助

を行うこと。 

    ③ 法人以外の者から委託を受け，またはこれと共同して行う研究の実施その他

の当該法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

    ④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

    ⑤ 公立大学における教育研究の成果を普及し，およびその活用を推進すること。 

    ⑥ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

  (7) 役員の状況（令和５年３月 31 日） 

    理事長     片 桐 恭 弘 （学長） 

    副理事長    川 嶋 稔 夫 （副学長・教授） 

    理事      平 田 圭 二 （副学長・教授） 

    理事      横 川 真奈美 （事務局長） 

    理事（非常勤） 中 垣 俊 之 （北海道大学電子科学研究所・教授） 

    監事（非常勤） 鎌  田 直  善 （公認会計士） 

    監事（非常勤） 和根﨑 直  樹 （弁護士） 
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 ２ 大学の概要 

  (1) 基本的な目標（中期目標） 

      ① 教育 

            システム情報科学に関する高い専門能力に支えられ,科学的な問題探求力・構

想力と共創のための情報表現力・チームワーク力を有し，自律的な学習力と倫理

観・誠実性に基づいて，地域社会と深く関わりながら問題発見とその解決を追求

するとともに自ら学び続けることを通じて，Society5.0 社会の発展に貢献でき

る人材を育成する。また，Society5.0 の実現に先導的役割を担う人材を育成す

るために，論理的・批判的思考力や情報表現力・コミュニケーション力・人間性

の醸成を重視した基礎教育・教養教育，実践的知識や探求力・構想力を重視した

システム情報科学に関する専門教育，フィールドに立脚して多角的な視点から

問題発見と解決に取り組む力の醸成を重視したプロジェクト型学習を柱とし

て，学生の多様性に対応する総合的な学習支援環境の充実に取り組む。学修者の

視点に立ち，多様な学生の背景と要求に対応する多様性と柔軟性を備えた教育

課程・教育体制の構築と教育の質保証システムの充実を図るとともに，大学院修

士課程への進学を前提とした専門教育の充実ならびに社会人を含む広範な学生

を対象とした教育プログラムの充実を推進する。 

   ② 研究 

            システム情報科学の基礎的・応用的研究において世界水準の独創的研究活動

を推進し，内外の教育研究機関との連携を推進し，研究成果を世界に発信すると

ともに，技術の変化と社会の変化を先取りした戦略的な研究に努める。また，独

創性，社会的要請，地域振興の観点から貢献が期待される研究領域について，重

点化・戦略化を図る。 

   ③ 地域貢献 

            地域の知と人材の拠点として，長期的な視野に立った地域連携体制を構築し，

教育，学術，文化，共同研究，技術移転，起業支援等の幅広い領域において多様

な社会連携活動に取り組み，地域に貢献する。 

   ④ 組織運営 

            高等教育の多様化に対応できる，迅速で柔軟な意思決定と主体的かつ体系的

な自己点検・評価のシステムを継続して整備し，効率的で透明性の高い組織運営

の維持を図る。また，第２期までの取り組みを踏まえ，理事長・役員会議・経営

審議会・教育研究審議会・教授会等からなる，責任ある運営基盤を着実に継続・

強化するとともに，大学情報の収集と分析，教職員の資質向上などを通じて戦略
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的な経営体制の確立に取り組む。 

  (2) 学生数（令和４年５月１日現在） 

   ① システム情報科学部  1,066 人 

   ② システム情報科学研究科 163 人（前期課程 141 人，後期課程 22 人） 

  (3) 教職員数（令和４年５月１日現在）                      

   ① 教員数 69 人（専任教員数。ただし，役員は除く。） 

   ② 職員数 50 人 

    ・職員       ３人（函館市からの派遣職員） 

    ・プロパー職員    21 人 

    ・普通契約職員   16 人 

    ・短時間契約職員 ６人 

 ・臨時契約職員  ４人 

  (4) 大学の沿革 

    ・平成６年      国立大学誘致を断念し地域独自による大学設置の方針決定 

    ・平成６年８月 函館市高等教育懇話会の設置 

    ・平成７年５月 函館市高等教育懇話会提言（「高等教育機関の整備について」） 

    ・平成７年８月 函館市大学設置検討委員会の設置 

    ・平成８年１月 函館市大学設置検討委員会報告（「函館市が主体となった大学

設置について」） 

    ・平成８年９月 （仮称）函館公立大学開学準備委員会及び計画策定専門委員会

の設置 

    ・平成９年11月 函館圏公立大学広域連合の設立 

（函館市，北斗市，七飯町で構成［当初は１市４町］） 

            「（仮称）函館公立大学基本計画」の決定 

    ・平成11年４月 文部大臣へ公立はこだて未来大学設置認可申請 

    ・平成11年12月 公立はこだて未来大学設置認可 

    ・平成12年４月 公立はこだて未来大学の開学 

    ・平成15年４月 公立はこだて未来大学大学院の設置 

    ・平成16年４月 共同研究センターの設置 

    ・平成17年４月 公立はこだて未来大学研究棟供用開始 

    ・平成17年５月 東京秋葉原にサテライト・オフィスを開設 
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    ・平成20年４月 公立大学法人公立はこだて未来大学の設立 

メタ学習センターの設置 

    ・平成22年４月 複雑系科学科と情報アーキテクチャ学科を情報アーキテクチ

ャ学科と複雑系知能学科に再編 

・平成24年４月 社会連携センターの設置（共同研究センターを改組・改称） 

・平成27年３月 東京虎ノ門にサテライト・オフィスを移設 

    ・平成27年４月 情報システムデザインセンターの設置 

    ・平成29年４月 未来ＡＩ研究センターの設置 

    ・令和元年８月 東京都文京区本郷にサテライト・オフィスを移設 
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Ⅱ 業務実績報告書の概要 

 令和４年度は，中期目標・中期計画の達成に向けた取り組みを前年度に引き続き進め

てきたところであり，教育・研究・地域貢献等の活動を積極的に推進し，また，業務運

営にあたっては，効率的，効果的な運営に努めてきた。 

 令和４年度の年度計画の達成状況は，年度計画項目別評価結果総括表（６ページ）に

あるとおり，計画の全 111 項目について４段階で評価を行った結果，評価基準Ⅳ（年度

計画を上回って実施している）は３項目（2.7％），評価基準Ⅲ（年度計画を順調に実施

している）は 108 項目（97.3％），評価基準Ⅱ（年度計画を十分に実施していない），

評価基準Ⅰ（年度計画を実施していない）は０項目（０％）となっており，概ね順調に

年度計画が実行され，一定の成果を上げることができたものと考えている。 



 １  令和４年度年度計画項目別評価結果総括表

評価Ⅳ 評価Ⅲ 評価Ⅱ 評価Ⅰ

111 3 108 0 0

１　教育に関する目標を達成するための措置 28 0 28 0 0

（１）学部教育に関する目標を達成するための措置 15 0 15 0 0

（２）大学院教育に関する目標を達成するための措置 13 0 13 0 0

15 2 13 0 0

（１）学部入学者の受け入れに関する目標を達成するための措置 12 2 10 0 0

（２）大学院入学者の受け入れに関する目標を達成するための措置 3 0 3 0 0

３　学生支援に関する目標を達成するための措置 15 0 15 0 0

（１）学習・履修状況，進路設計に関する目標を達成するための措置 9 0 9 0 0

（２）学生生活，進路・就職活動に対する支援に関する目標を達成するための措置 6 0 6 0 0

４　研究の推進に関する目標を達成するための措置 12 0 12 0 0

（１）研究の支援に関する目標を達成するための措置 3 0 3 0 0

（２）研究の評価と情報公開に関する目標を達成するための措置 5 0 5 0 0

（３）外部資金の確保，研究成果の知的財産化や事業化の支援に関する目標を達成するための措置 4 0 4 0 0

５　地域貢献に関する目標を達成するための措置 7 1 6 0 0

６　学術連携および国際化に関する目標を達成するための措置 4 0 4 0 0

７　附属機関の運営に関する目標を達成するための措置 10 0 10 0 0

（１）社会連携センターの運営に関する目標を達成するための措置 3 0 3 0 0

（２）情報ライブラリーの運営に関する目標を達成するための措置 7 0 7 0 0

８　運営・管理および財政基盤の安定化に関する目標を達成するための措置 17 0 17 0 0

（１）大学の運営・管理に関する目標を達成するための措置 3 0 3 0 0

（２）人材の確保・育成に関する目標を達成するための措置 5 0 5 0 0

（３）財政基盤の安定化に関する目標を達成するための措置 2 0 2 0 0

（４）施設設備の整備に関する目標を達成するための措置 2 0 2 0 0

（５）環境・安全管理に関する目標を達成するための措置 5 0 5 0 0

９　自己点検・評価，広報・ＩＲ等の推進に関する目標を達成するための措置 3 0 3 0 0

（１）自己点検・評価，外部評価に関する目標を達成するための措置 1 0 1 0 0

（２）広報・ＩＲ等の推進に関する目標を達成するための措置 2 0 2 0 0

111 3 108 0 0合　　　　　計

区　　　　　分 項目数
項目別内訳

第２　第３期中期目標を達成するためにとるべき措置

２　学生の受け入れに関する目標を達成するための措置
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２  項目別の状況 

 

  第１  年度計画の期間等 

    １  年度計画の期間        

        令和４年４月１日から令和５年３月 31 日まで 

        （中期目標・中期計画の期間：令和２年４月１日から令和８年３月 31 日まで） 

 

  第２  第３期中期目標を達成するためにとるべき措置 

        以下の評価基準に基づき実施状況の自己評価を行った。 

 

評価基準 

  Ⅳ：年度計画を上回って実施している      Ⅲ：年度計画を順調に実施している 

  Ⅱ：年度計画を十分には実施していない    Ⅰ：年度計画を実施していない 

 

    １  教育に関する目標を達成するための措置 

      (1) 学部教育に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与認定に関する方針）に示されている「システ

ム情報科学に関する高い専門能力」「研究的態度を支える問題探究力・構想力」「共創のた

めの情報表現能力・チームワーク力」「自律的に学び続けるためのメタ学習力」「専門家と

して持つべき人間性」を備えた人材を育成する。これらのディプロマ・ポリシーを踏まえて，

以下の４つの目標を設定する。 

    ・多視点性と専門性を併せ持った，システム情報科学における人材を育成する。 

    ・グローバルな視点で分野を超えて協働することにより，情報環境を総合的にデザインでき

る人材を育成する。 

    ・共創的な取り組みにより，効果的かつ効率的な教授手法・学習手法・学習支援手法をデザ

インする。 

    ・学生が学修成果を的確に把握するための取り組みを推進し，学生の主体性の向上を図る。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔多視点性と専門性を併せ持つ人材の育成〕 

    ・多視点性と専門性を併せ持った人材を育成するために，教育カリキュラムの充実と改良を

進める。 

    ・システム情報科学における実践的知識の獲得と，探求力・構想力の育成を目指した専門教

育を実施する。 

    ・実社会においても，情報技術を継続的に学び続けるための基礎スキル（基礎知識，思考方

法，態度）を身に付けるためのカリキュラムを整備する。 
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   〔分野を超えて協働できる人材の育成〕 

    ・情報環境を総合的にデザインし，実現できる人材を育成するために，分野横断型実践的教

育や地域連携型教育，産学連携型教育など，学修の幅をひろげる教育カリキュラムの充実を

図る。 

    ・グローバルな視点で活躍できる，国際的感覚を備えた人材を育成するための教育制度や教

育プログラムを実施する。 

   〔共創的取り組みによる学部教育のデザイン〕 

    ・学部教育における，教員と学生，教員と職員，教員同士，学生同士の相互作用的・共創的

な取り組みを推進する。 

    ・学習に関する理論やデータをもとに，効果的かつ効率的な教授手法・学習手法・学習支援

手法をデザインし，実践する。 

    ・先進的な教授手法・学習手法・学習支援手法について研究をすすめ，実践に活かす。 

   〔学修成果の可視化と教育の質の保証〕 

    ・学修目標および教育課程・授業科目体系への学生の理解を促進する。 

    ・定常的に学修成果を可視化し，学生の主体的な学修を促す取り組みを推進するとともに，

成績評価との整合性を検証する。 

    ・学修成果に関する情報を公表し，必要な教育課程の改善を行う。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

1 

ディプロマ・ポリシーおよびカリキュ

ラム・ポリシーに沿って，カリキュラ

ム体系の検証を行い，カリキュラム改

訂作業を開始する。令和４年度はクォ

ーター制への移行作業に入るととも

に，初年次科目および情報基礎教育の

再編に関する作業を行う。 
Ⅲ 

クォーター制を令和５年度から順次実

施していくために, 各科目の担当教員

に希望調査を行い, 希望する教員につ

いては, 試験的にクォーター制での授

業実施を許可することとして令和５年

度の時間割作成を行った。初年次科目お

よび情報基礎教育再編を含めたカリキ

ュラム改訂は，クォーター制への全面的

移行とも深く関わるため，まずは令和５

年度にいくつかの科目でクォーター制

を試験的に導入し，その結果を踏まえた

上で改めて検討することとした。 

2 

実践的技術や知識を獲得させるため

に，企業の専門家や実務家に講義や演

習に参加してもらう専門教育の実施

を推進する。 Ⅲ 

「プログラミング基礎（学部共通専門必

修）」では，実務家教員が積極的に課題

の作成を担い，実践的思考力の向上に努

めた。また，「システム情報科学実習（学

部共通専門必修）」では，中間発表会，

成果発表会において企業等の学外参加

者から指導を受ける機会を設けた。 
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3 

実社会の課題を対象とし，探求力・構

想力の育成を目指す内容を盛り込ん

だ専門科目の実施を推進する。 

Ⅲ 

地域連携のテーマを含む 21 テーマのプ

ロジェクト学習を実施し，実社会の課題

解決に取り組んだ。また，実務家教員が

担当する「センサ工学（学科専門選択）」

では「ホットトピックス」として話題と

なった社会問題に触れ，あわせて科目と

の関連性を示すことで探求力・構想力の

育成に努めた。 

4 

カリキュラム・ポリシーに沿って，１

年次の学部共通の科目群として，プロ

グラミング，数学，科学技術リテラシ

ー，コミュニケーションなどに関する

講義，演習を実施し，教育効果の観点

から必要な改善を行う。 

Ⅲ 

新型コロナウイルスに関する感染対策

やワクチン接種も十分浸透したため, 

本年度からは対面での授業を基本に据

えることとした。一方で, オンラインに

よる教育が効果的であると考えられる

科目については, 引き続きオンライン

での実施とした。１年次の学部共通科目

の一部については，教育効果の観点から

対面とオンデマンドコンテンツを組み

合わせたブレンド型授業を実施した。ま

た，コミュニケーション科目は１クラス

の履修者数を 25 人程度に減らし，少人

数制授業とした。 

5 

分野横断型実践的教育や地域連携型

教育，産学連携型教育を受ける機会を

継続して設ける。 Ⅲ 

21 のテーマでプロジェクト学習を実施

し，「函館補完計画：序 〜 Location-

based AR技術でまち体験ハック！」では

地域連携に，「Let's SDGs」では産学連

携に取り組んだ。 

6 

プロジェクト学習の成果についてよ

り多くの観点から評価を受けるため，

引き続き，学外にも積極的に発表する

機会を設ける。 

Ⅲ 

中間発表会を７月に，成果発表会を 12月

に，それぞれ対面で実施し，学外からの

参加も受け付けた。また，２月には３年

ぶりに東京で成果発表会を開催し，10の

プロジェクトが参加した。 

7 

データサイエンス科目を整備・運用す

ることにより，従来のコースの専門教

育に加え，学生の学修の幅を広げる。 

Ⅲ 

〇「パターン認識」の科目を「データサ

イエンス演習（DS 演習科目群）」にリ

ニューアルし，「データサイエンス入

門（DS入門科目群）」と連携したデー

タサイエンスの学修を可能とした。 

〇「データサイエンス入門」と「情報機

器概論」よりなる「公立はこだて未来

大学・数理・データサイエンス・AI教
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育プログラム（リテラシーレベル）」

を設置した。同プログラムを文部科学

省「数理・データサイエンス・AI教育

プログラム認定制度リテラシーレベ

ル）」に申請し認定された（認定期間

は 2022年４月～2027年３月）。 

〇文部科学省の「数理・データサイエン

ス・AI 教育プログラム認定制度(応用

基礎レベル）」への申請準備を行った。 

8 

学部教育でのコミュニケーション科

目，VEP（バーチャルイングリッシュ

プログラム）科目等により，英語のリ

ーディング能力，ライティング能力，

プレゼンテーション能力を伸ばす教

育制度や教育プログラムを検討する。 

Ⅲ 

〇英語力向上を目指して，引き続き，学

内での TOEIC受験を奨励した。 

〇 TOEIC 受験者のために，後期に

Connections Cafeで支援講座を９回実

施した。 

〇１年生対象のコミュニケーション科

目では，教材を Oxford University 

Press による「Skills for Success 

Level 2」を引き続き使い，１年生前期

にリスニング・スピーキング，後期に

リーディング・ライティングを体系的

に学習した。 

〇学期開始時と学期終了時のテスト得

点を比較したところ，前期においてリ

スニング・文法・語彙・スピーキング

能力，後期においてリーディング・文

法・語彙能力に向上が見られた。 

〇成果発表・論文作成等の支援のため，

学術英語と研究サポートセッション

を実施した。 

9 

留学や国際学会発表などのグローバ

ルな活動をより活性化するための教

育制度や教育プログラムを検討し，実

施する。 

Ⅲ 

〇プロジェクト学習「世界に羽ばたくグ

ローバルデザイン」を通して，学部３

年生および教員の計 14 名がタイで開

催された国際デザインワークショップ

に参加し，海外大学の学生らと協働で

実習をおこないグローバルな活動とな

った。 

〇留学をより活性化することにむけて，

協定校以外への短期留学に向けた支援

の幅を広げるため，SAF（米国拠点の留
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学支援組織）と協定を結び，SAFが提供

する留学プログラムに参加することを

可能とした。 

〇本学への留学生に対する支援制度と

しての留学生チューターの制度を通し

て，チューターを担う在校生に対する

国際化への意識の向上に向けた取り組

みをおこなった。 

10 

学部教育における，相互作用的・共創

的な取り組みとして，テーマを設定

し，勉強会や読書会等の活動を計画し

実施する。 

Ⅲ 

〇メタ学習センターＰＤ（プロフェッシ

ョナル・ディベロップメント）グルー

プは以下の活動を行った。 

・導入教育（数学）グループに対して，

数学補習授業の有効性について評価す

るための支援を行った。2018・2019年

度の対面授業と比較し，2020・2021年

度のオンライン授業の結果を，北海道

FDSDフォーラム 2022で発表した。 

・メタ学習センターＰＤ研修会を行い，

導入教育（数学）と Connections Cafe

の活動や効果について報告した。 

・２年間オンライン形式で開講された導

入教育（数ⅡB，数Ⅲ）のビデオを整理

し，学内でさまざまな授業等で使用が

できるように公開した。 

11 

北海道ＦＤ・ＳＤフォーラムに継続的

に参加することにより，他大学との交

流および情報共有を積極的に行い，そ

の成果を本学における共創的な教育

活動に活かす。 
Ⅲ 

〇北海道ＦＤ・ＳＤ協議会が開催する研

修・ワークショップについて教職員に

周知するとともに北海道ＦＤＳＤフォ

ーラム 2022等の研修に参加した。 

〇レポジトリを作成し，ＦＤＳＤワーク

ショップ関係の資料等を学内でアクセ

スができるようにし情報共有を積極的

に行った。 

12 

効果的かつ効率的な学習環境をデザ

インするために，特別研究費や科学研

究費による教授手法・学習手法・学習

支援手法に関する研究を行い，その成

果を学内外に発表する。 

Ⅲ 

〇特別研究の教育分野において４件の

研究を採択し，効果的かつ効率的な学

習環境をデザインするための研究活

動を進めた。 

〇２年間オンライン形式で開講された

導入教育（数ⅡB，数Ⅲ）について，対

面形式の講習に戻して実施した。アン
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ケートを実施した結果，「講習のわか

りやすさ」，「COVID-19 への対策」と

もに５段階評価で平均 4.2以上と良好

な結果であったことから，対面形式で

の講習の実施の有効性が確認できた。 

13 

年度初めのオリエンテーションにお

いて，ディプロマ・ポリシーおよびカ

リキュラム・ポリシー，教育課程・授

業科目体系についてガイダンスを行

うことにより，学生の理解を促進す

る。 

Ⅲ 

４月に，学年ごとにオリエンテーション

を実施した。１，２年生は対面，３，４

年生はオンラインにより実施した。メタ

学習センターからは，メタ学習ラボなど

の学習支援，およびディプロマ・ポリシ

ー／カリキュラム・ポリシーに基づいた

「学習達成度に対する自己評価」につい

て説明した。 

14 

学生の主体的な学修を促す取り組み

として，学習達成度調査を定期的に実

施し，学生一人ひとりにフィードバッ

クを着実に行う。 

Ⅲ 

〇前期および後期の履修登録期間中に，

全学部生を対象に「学習達成度に対す

る自己評価」を学習管理システムによ

り実施した。回答者数は前期 428名，

後期 188名であった。また，１月から

２月にかけて，卒業予定の学生を対象

に，卒業時における同調査を学習管理

システムにより実施し，170 名から回

答を得た。 

〇全学部生を対象に，学生一人ひとりに

その学生自身の学習達成度の推移グ

ラフを作成し，毎回フィードバックし

た。 

15 

学習成果に関する各種データを分析

し，情報共有することにより，教育改

善の資料とする。 
Ⅲ 

コミュニケーション科目，数学特別講

習，学習達成度に対する自己評価におい

て，学習成果に関するデータを収集・分

析し，教育改善の資料とした。 

 

      (2) 大学院教育に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     ディプロマ・ポリシー（修了認定・学位授与に関する方針）に示されている「システム情

報科学に関するより高い専門能力」，「研究的態度をもって社会の問題を発見，分析し，将

来に向けた解決方法を構想する能力」，「自律的に学び続けるためのメタ学習力」，「学際

的かつグローバルな視点から問題解決のために協働することのできる人間性」を備えた人材

を育成する。これらのディプロマ・ポリシーを踏まえて，４つの目標を設定する。 
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    ・多視点性と専門性を併せ持ち，自律的に学び続けることのできる，システム情報科学にお

ける高度な専門家を育成する。 

    ・グローバルな視点から分野を超えて協働し，主体的に社会の問題を発見，解決できる人材

を育成する。 

    ・多様なフィールドに立脚した問題発見・問題解決を体験できる教授手法，学習手法，学習

支援手法および学修環境をデザインする。 

    ・学修成果を的確に把握するための取り組みを推進し，学生の主体性の向上を図る。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔システム情報科学における高度な専門家の育成〕 

    ・多視点性と高度な専門性を併せ持った創造性豊かな人材を育成するために，カリキュラム

の充実と改良を進める。 

    ・システム情報科学の実践的知識の獲得と，探求力，構想力，表現力の育成を目指した高度

な専門教育を実施する。 

    ・実社会において，広い視野をもって，高度な情報技術を継続的に学び続けるための素養（専

門知識，思考方法，主体性，表現力）を身に付けるためのカリキュラムを整備する。 

   〔分野や国境を超えて協働できる主体性を持った人材の育成〕 

    ・専門領域を超えて学際的な活動を行うことのできる研究者・技術者を育成するために，研

究領域を横断した実践的プロジェクトや，国内外の研究機関との共同プロジェクト，地域連

携プロジェクト，産学連携プロジェクトなど，研究領域や研究機関の壁を越えた連携への参

加機会の充実を図る。 

    ・グローバルな視点で活躍できる，国際的感覚を備えた人材を育成するための教育制度やプ

ログラムの充実を図る。 

   〔多様性を尊重した大学院教育のデザイン〕 

    ・変化する時代の要請に対して，多視点性と専門性を重視するシステム情報科学という学際

領域が育成すべき素養を明確化し，教育研究領域や教育カリキュラムの構成方法や履修方

式について，柔軟に見直しを行う。 

    ・多様なフィールドにおいて，主体性を持ち，協働できる人材を育成するための教授方法，

学習方法，学習支援方法および学修環境について調査研究を行い，実践に活かす。 

   〔学修成果の可視化と教育の質の保証〕 

    ・学修目標および教育課程・授業科目体系への学生の理解を促進する。 

    ・定常的に学修成果を可視化し，学生の主体的な学修を促す取り組みを推進するとともに，

成績評価との整合性を検証する。 

    ・学修成果に関する情報を公表し，必要な教育課程の改善を行う。 
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No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

16 

多視点性と高度な専門性を併せ持っ

た創造性豊かな人材を育成するため

に，企業等や外部機関との共同研究プ

ロジェクトへの大学院生の積極的参

加を奨励し，引き続き教員・学生へＲ

Ａ（リサーチ・アシスタント）制度の

周知等を行う。 

Ⅲ 

企業等との共同研究は 13 件あり，学際

的なテーマも多く，大学院生はこれらの

プロジェクトに積極的に参加した。教員

の研究プロジェクトへの大学院生の参

加を促すＲＡ制度は，学内特別研究募集

の機会等に周知を行い，令和４年度は延

べ 36 名の大学院生がＲＡに雇用され，

研究成果発表機会確保などに有効に活

用された。 

17 

大学院における基礎教育のあり方に

ついて，高度技術者としての能力の獲

得に向けた教育体制の維持・改善に努

める。 

Ⅲ 

大学院生全体の研究リテラシー底上げ

のため，修士論文研究の指導教員からの

要請，研究テーマの全体的傾向，大学院

生の知識レベル，社会的技術潮流を考慮

し，カリキュラムの見直しを進めてい

る。この中で開講した「実験デザインと

データ解析」科目（令和元年度開講）は

33名の履修があり，情報デザイン論の根

幹を論ずる「人工物の科学通論」科目（令

和２年度開講）は，34名の履修があった

ことから，直近の新規開講科目が定着し

ていることを確認した。 

18 

研究者として必要とされる探求力，構

想力，表現力，学術活動のための英語

力等を向上させるための教育を充実

する。 

Ⅲ 

〇学内で実施する TOEIC IP 受験を奨励

しており，本学の大学院入試でも

TOEIC スコアを要求している。令和４

年度はコロナ禍の感染対策としての

人数分散や受験機会の確保のため，

TOEIC IP テストを例年２回のところ

４回実施し，受験者数は延べ 82 名で

あった。 

〇国際会議への投稿・発表が欠かせない

大学院教育での学修効果を狙い平成

30年度に選択必修化した「システム情

報科学のためのアカデミックリテラ

シーⅡ」（英語）の目的や重要性が理

解されつつあり，令和４年度は学生７

名がこの科目を受講した。 
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19 

優れた専門職業人育成という社会の

要請に対応するカリキュラムの充実

を引き続き検討する。 

Ⅲ 

平成 26 年度から単位化した研究インタ

ーンシップについて，今年度は 12 社の

企業等の協力を得て学生 12名が履修し，

チームでのシステム開発や評価分析な

ど実践的なプログラムに取り組んだ。高

度 ICTコースにおいて，産学連携による

カリキュラムを実施しイノベーション

人材の育成を継続した。学生の授業評価

を行うとともに，外部講師の選定や講義

で取り上げるテーマなどカリキュラム

の改善を図った。 

20 

実践的な技術や知識の専門性向上を

図るための大学院教育方法を引き続

き検討する。 

Ⅲ 

実践的な技術や知識を習得するために，

引き続き，企業の専門家や市内の実務家

と連携し，講義や演習を行った。座学で

はケーススタディ等を通じて実践的な

知に触れる場を実現した。 令和３年度

に引き続き，「オープン技術特論」，「ICT

デザイン通論」，「サービス・マネジメ

ント特論」などの科目で企業等と連携し

た授業を行った。 

21 

研究領域や研究機関の壁を越えたイ

ンターンシップ参加を促し，多様な学

際的活動の体験機会を提供する。 

Ⅲ 

多様なインターンシップ参加の可能性

について，研究領域に応じた情報を収集

し，適切な参加機会について明らかにす

べく大学院教務委員会にて検討を行っ

た。令和３年度に引き続き，大学院教務

委員会において，インターンシップⅠの

単位認定を審議する際に，実習先の企業

や機関，そこでの研究・実習内容等を共

有した。今年度は 12 社の企業の協力を

得て学生 12 名がインターンシップⅠの

単位認定を受けた。 

22 

ＲＡ 制度を活用し，実践的な研究方

法に関する経験を深める機会を提供

する。 Ⅲ 

ＲＡに大学院生を雇用し，学会等でＲＡ

自身の成果発表を多数行い，研究方法に

関する経験を深めさせることができた。

令和４年度のＲＡ雇用は，延べ 36 人で

あった。 

23 

外部の研究者を招聘した学術セミナ

ー，討論会等の開催を通じて，最先端

の知識や研究事例に触れる機会を充

Ⅲ 

学内外で開催される学術セミナー等の

周知に努め，学生の積極的参加を促し

た。令和４年度に学内で開催した外部講
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実させる。 師による講演会は 29回で講師は 36名を

数えた。 

24 

学部教育との連動や柔軟な履修を可

能とする教育内容を意識しカリキュ

ラムの改善を検討する。 

Ⅲ 

学部４年生が大学院科目を履修できる

制度について，今年度も周知を徹底した

結果，前期 14科目，延べ人数 55名，後

期 15科目，延べ人数 58名の利用があっ

た。大学院との接続では，学内推薦者 39

名中 32名，院試合格者でみると 60名中

42名が利用した。 

25 

授業の目的や計画に応じて，プロジェ

クト学習（ＰＢＬ），地域連携型教育，

産学連携によるコーオプ型教育等，様

々なアクティブ・ラーニング手法を積

極的に導入する。 

Ⅲ 

多くの講義や演習において，企業と連携

し実社会で役立つテーマを授業に組み

込んでいる。「人工物の科学通論」，「ICT

デザイン通論」，「オープン技術特論」，

「情報デザイン特論Ⅰ」などの科目で外

部講師を招聘した。 

26 

科目履修のための補足的情報を，目的

別にウェブページやハンドブック等

の分かりやすい形にまとめる。 

Ⅲ 

大学院教務委員会にて開講科目のカテ

ゴリ分類を整備するために履修情報の

可視化を含めた適用可能性を検討した。 

27 

大学院開講科目について，大学院教務

委員会において引き続き検証し，必要

な見直しを図っていく。 Ⅲ 

大学院開講科目においても，クォーター

制の導入を検討し, 各科目に希望調査

を行った。一部科目で試験的にクォータ

ー制での授業を実施することとして次

年度の時間割編成を行った。 

28 

学生の学習意欲の増大のための成績

関連情報の活用を検討する。 
Ⅲ 

大学院教務委員会にて成績関連情報の

利用による学生の意欲向上のあり方に

ついて検討し，フィードバックの方法論

まで議論した。 

 

 

    ２  学生の受け入れに関する目標を達成するための措置 

      (1) 学部入学者の受け入れに関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     大学入試制度改革および学習指導要領の改訂に適切に対応しながら，多元的な評価に基づ

く入試制度の改革を継続的に進め，本学が求める資質を有する多様な背景と価値観を持った

学生を受け入れる。また，入学時の導入支援として，多様な入学枠に対処する入学前教育や

入学後の導入教育を継続的に進めるとともに，入学者の追跡調査データの系統的な活用を進

める。 
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      ■第３期中期計画 

   〔多元的な評価に基づく入試制度〕 

    ・アドミッション・ポリシーに基づいて，一般選抜，総合型選抜，学校推薦型選抜および編

入学試験などの多元的評価に基づく受け入れを実施する。 

   〔多様な背景を持つ学生の受け入れ〕 

    ・高等学校の卒業生だけではなく，国内外の工業高等専門学校や短期大学などからの編入学

について，適切な受け入れ体制を維持・整備する。 

    ・社会人入学および転入学等の適切な受け入れ体制を維持・整備する。 

    ・学部入学者の受け入れ方針を広く周知する。 

    ・社会の多様なニーズに応じた履修認定を伴う教育プログラムの開設を行い，受け入れを推

進する。 

   〔ダイバーシティ（注）への対応〕 

    ・多様な背景をもつ入学者の公正な受け入れに努めるとともに，適切な受け入れ体制の整備

を進める。 

    ・留学生の受け入れに努めるとともに，適切な受け入れ体制を維持・整備する。 

     〔注：人材の多様性］ 

   〔入学前教育および導入教育〕 

    ・多様な入学枠に伴う入学者間の基礎学修能力の違いを低減するため，総合型選抜入試や学

校推薦型選抜入試での合格者に対する入学前教育を継続するとともに，高校理数系科目の

学び直しのための入学後の支援など，必要な措置を継続して行う。 

    ・入学者の入学前後の成績について入試枠別に追跡調査し，学部入学者の受け入れ状況の検

証を継続的に行う。 

 
 
 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

29 

アドミッション・ポリシーに基づき，

各選抜を引き続き適切に実施し，課題

等があれば速やかに改善する。 

Ⅲ 

新型コロナウイルス感染症対策に留意

しつつ，各選抜を当初どおりの日程およ

び内容で適切に実施した。編入学試験に

おける英語の外部検定試験の導入など，

過去に確認された課題に対して，入試委

員会としての方針を整理し，学内の承認

を得た。 また，入学者選抜要項には明記

されているもののこれまで具体化され

ていなかった総合型選抜および学校推

薦型選抜における基準点の考え方や，令

和５年度以降の編入学試験の特別選抜

（推薦）の出願資格といった新たな検討

課題についても，見直しを行った。 
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30 

国内外の工業高等専門学校や短期大

学などからの編入学について，適切な

受け入れ体制を維持・整備する。また，

従来は２年次までの科目を対象に行

ってきた入学前の取得単位の認定を

３年次以降の科目にも適用すること

を検討する。 

Ⅲ 

情報アーキテクチャ学科３年次に３名，

複雑系知能学科３年次に４名の編入学

者を受け入れ，４月にオリエンテーショ

ンを実施した。令和４年度は高専の他，

専門学校や他大学からの編入生も受け

入れ，入学前に取得した単位のうち，62

～76単位を本学の１，２年次の科目の単

位として認定した。また，編入後３年次

の科目についても読替申請を受けつけ，

５名の編入学生が３年次科目の単位読

替による取得単位の認定が認められた。 

31 

社会人の入学および転入の受け入れ

を積極的に進めるとともに，適切な受

け入れ体制の維持，整備を行う。 

Ⅲ 

博士後期課程に入学した５名中２名が

社会人であった。職業を有している学生

が博士後期課程に入学するにあたり，計

画的な履修ができるよう，募集要項等で

長期履修制度（最長５年）の周知を図っ

た。今年度は３名の長期履修制度利用の

申請があった。また，退学後の再入学の

取扱いについて整理した。１名の再入学

志願者があり，取り扱いに基づき審査

し，選考の上，再入学を許可した。 

32 

対面による入試広報施策とオンライ

ンによる施策のそれぞれの利点を活

かし，効率的かつ効果的に実施する。 

Ⅲ 

〇新型コロナウイルス感染症の流行以

前に実施されていた対面による入試

広報施策を実施するとともに，新たに

北海道・青森県・岩手県の高校教員を

対象として学内広報イベントを実施

した。それに伴い，対面による説明用

コンテンツの充実に取り組んだ。 

〇オープンキャンパスについて，来場者

の上限設定・完全予約制など感染予防

対策を行ったうえで，原則対面で実施

した。 

〇オンラインによる入試説明会など，全

国の高校生にアプローチできる効果

的な施策について，引き続き実施し

た。 

33 

さまざまな機会，媒体を活用し，入試

制度を受験生および 高等学校 へ広

く周知する。 

Ⅲ 

適切な時期による高校等への資料送付

やウェブサイトへの掲載のほか，高校訪

問や進学相談会への参加，進学説明会・
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個別相談の実施，高校教員向け学内イベ

ント開催など，対面を中心として受験生

および高校教員への入試制度の周知に

努めた。また，制度変更が決定した際に

は，決定次第速やかな公表に努めた。 

34 

データサイエンスに関する教育プロ

グラムの整備を進めるとともに，引き

続き年度初頭のガイダンスなどを通

じて学生への周知を行う。 

Ⅲ 

データサイエンスオープンプログラム

（履修証明プログラム）についてシラバ

スに対象科目を明記したほか, ４月の

オリエンテーションにおいてもアナウ

ンスした。 

35 

女子高校生等への積極的な入試広報

を行い，女子受験生の増加に努める。 

Ⅲ 

市内および全国の女子高校主催の校内

ガイダンスへの参加や，進路指導担当教

諭との面談に加え，オープンキャンパス

での先輩女子学生との面談機会の提供

を通して女子受験生の増加に努めた。 

36 

障害者差別解消法の趣旨を踏まえ，障

がい者等の受け入れにできる限り対

応する。 

Ⅲ 

入試において，障がいのある受験生から

の申し出に基づき，配慮を行った。（１

件） 

37 

学生の留学に対する意識の向上に努

めるとともに，学生への情報提供とニ

ーズ把握を行い，引き続き海外留学を

支援する。 

Ⅲ 

〇学術連携室による「留学説明会」を対

面とオンラインのハイブリッドで実

施し，19名が参加した。当日の説明を

動画にし，学生ポータルサイトに掲載

して広く周知を図った。 

〇学術連携室および事務局にて，10回の

「個別留学相談」を実施した。 

〇留学生と留学をしたい学生が留学に

ついて語り合うイベントを実施し，14

名が参加した。（学生２名，留学生 12

名，教員４名） 

〇日本学生支援機構海外留学制度を活

用し，大学院生１名が令和５年３月か

ら９月まで（予定）新規の協定校であ

るタイのチェンマイ大学へ留学した。

また，独自の留学助成金により，渡航

費等の支援を行った。 

〇官民協働プロジェクト「トビタテ！留

学 JAPAN 新・日本代表プログラム」

の情報を学生に周知し，事務局および

学術連携室長との面談を経て，１名が
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申請した。 

38 

留学生の受け入れ体制の充実のため，

学内外の支援制度について検討する。

また引き続き，留学生の住宅・生活支

援，日本語教育環境を支援する制度を

整える。 

Ⅳ 

〇函館ロータリークラブから，母国の急

激な経済の悪化により困窮した留学

生３名に対し特別奨学金を寄附いた

だき，学長室で授与式を執り行った。 

〇コロナ禍のために入国ができていな

かった留学生 10 名がすべて入国し，

入国の水際対策で影響を受けた留学

生に対しては待機や移動に要した費

用の補助を実施した。 

〇協定校から４名の交換留学生（９月～

１月）を受入れた。入国後，生活を始

めるまでの住居や諸手続き，帰国の準

備などについて事務局による支援を

行った。英語での講義を実施し，日本

語に長けていない留学生でもシステ

ム情報科学に関する講義を受講でき

るようにした。 

〇外部の日本語教師による日本語教育

（日本語カフェ）を学期中週３回実施

し，計 16名の留学生が参加した。日本

語レベルに応じて，初級者向けの内容

から，日本語能力試験一級対策までき

め細かなクラス設定で，留学生のニー

ズに応じた教育を提供した。 

39 

総合型選抜入試や学校推薦型選抜入

試での合格者に対する入学前教育（英

語および数学）を継続するとともに，

高校理数系科目の学び直しのための

入学後の支援など，必要な措置を継続

して行う。 

Ⅲ 

12 月から３月にかけて入学前導入教育

を実施し，履修者は 92名であった。 

・数学セクションでは，数学ⅡB 特別講

習と数学Ⅲ特別講習の動画と授業資

料を前年度より増やした。履修者が課

題をオンラインで提出した後，自己採

点を行うことができるようにした。 

・また，例年どおり，一部の課題を郵送

で提出した履修者には，採点とフィー

ドバックを記入後に郵送した。 

・数学のコンテンツ・課題が増加したこ

とにより，全体の負荷を平準化するた

め，英語セクションでは，履修者が自

己のペースで読めるよう，300～500単
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語のテキストを 120文用意した。読書

スピードを速める練習を促進するた

めに，理解度より読書スピードについ

てのフィードバックを重視した。その

結果，29 人の 1 単語あたりの読書ス

ピードが速くなった。 

40 

新学習指導要領に基づく令和７年度

入試について，入試改革ワーキンググ

ループを立ち上げ新入試制度案を策

定し，公表する。 
Ⅳ 

入試委員のメンバーからなる入試改革

ワーキンググループを立ち上げ，新学習

指導要領に基づく制度改定を行うとと

もに，これまでの課題を改善するなど

し，新入試制度案の策定に取り組み，適

切に公表した。 

 

      (2) 大学院入学者の受け入れに関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     大学院入学者の受け入れ体制を整備し，他大学卒業生や社会人，留学希望者などの多様な

学生の受け入れとともに，適正な充足率の確保に努める。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔大学院入試制度と受け入れ体制の整備〕 

    ・留学生や社会人などを含む多様な背景を持つ入学者を受け入れるため，履修制度や教育課

程などの体制と入試制度を維持・整備する。 

   〔受け入れ方針の周知〕 

    ・入学が期待される人々に対して，積極的に本学大学院の特徴と受け入れ方針を周知するた

めの施策を実施する。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

41 

留学生や社会人など広範囲から入学

者を受け入れるため，ウェブサイトで

の情報提供や入試制度，講義の改善を

実施する。 

Ⅲ 

〇令和４年度は留学生特別選抜制度に

て博士前期課程１名，博士後期課程１

名が受験した。 

〇引き続き，大学公式ウェブサイトに留

学・国際交流ページを設け，本学の留

学受入体制について広く周知を行っ

た。 

〇コロナ禍により来日できない留学生

や登校できない社会人に対応するた

め，論文審査等の手続きの整理と見直
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しを行い，オンラインでの提出等にも

対応した。また，引き続き留学生向け

の日本語教育（日本語カフェ）を実施

し，９名の大学院留学生が参加した。 

42 

学内推薦制度を積極的に周知し，より

多くの学生が大学院進学を目指すよ

うに説明会や個別面談などを通じて

引き続き啓発を図る。 

Ⅲ 

学部３年生向けに，大学院進学に関する

ガイダンスを４月，６月に実施した。12

月に再度，学内推薦制度の話を中心に大

学院進学ガイダンスを実施した。令和４

年度の本学大学院進学率は 33.3%（学部

卒業者 227 人中，本学大学院進学者 75

人），学内推薦応募率は 36.4%（学内推

薦資格者 107 人中志願者 39 人），学内

推薦を除く一般選抜合格率は 70%（学内

推薦を除く一般選抜受験者 40 人中合格

者 28人）であった。 

参考：博士前期課程入学者実績 

令和５年度入学者 68 名（予定） 

令和４年度入学者 78 名 

令和３年度入学者 63 名 

令和２年度入学者 55 名 

令和元年度入学者 47 名 

平成 30年度入学者 51名 

※令和５年度博士前期課程入学者（４月

入学者）予定者 68名のうち 38名が学内

推薦による合格者 

43 

優秀な学生を確保するため，大学院早

期入学（飛び入学）を継続し，学生に

周知する。 

Ⅲ 

大学院早期入学制度については，平成 21

年度以降の実績はないが，継続して学生

に周知を図っている。 

 
 

    ３  学生支援に関する目標を達成するための措置 

      (1) 学習・履修状況，進路設計に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     学生自身が学修状況を正しく把握し，進路を踏まえて自律的に学び続けることができるよ

う，履修に関する支援，学習に関する支援，進路設計に関する支援および学修成果の把握の

支援を行う。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔履修に関する支援〕 
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    ・ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与認定に関する方針）とカリキュラム・ポリシ

ー（教育課程の編成・実施方針）の理解に基づいた，履修が行えるよう，入学初頭のオリエ

ンテーションや担任面談，毎年度初めの学年別ガイダンスを通じた指導を行う。 

    ・履修状況を分析し，個々の学生に対応した継続的な履修指導を実施する。 

    ・シラバスや休講等の講義情報，履修登録等の電子化を推進し，学生の利便性と履修状況管

理の効率性を高める。 

   〔学習の支援〕 

    ・メタ学習センターが中心となって，学内の他の部署と連携しながら，自律的な学び方を身

に付けられるよう，環境の整備・拡充を図る。そのためのピア・チュータリング制度の活用

などを図る。 

   〔進路設計に関する支援〕 

    ・将来のキャリアを踏まえた進路設計を行えるよう，専攻コースや卒業研究の研究室配属等

の進路選択に際して，適切な指導を実施する。 

   〔学修成果の把握の支援〕 

    ・学生に対して学修成果の自己評価を実施し，各自の達成度や，現在の能力・適性を認識し，

履修計画に反映するとともに，進路やキャリア選択に生かす。 

    ・学生の学修成果の状況を分析し，学修環境の改善に活用する。 

 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

44 

入学初頭のオリエンテーションや毎年

度始めの学年別ガイダンスを通じて，

ディプロマ・ポリシーおよびカリキュ

ラム・ポリシーを周知し，学生がゴール

を意識した履修計画・授業履修ができ

るよう指導を行う。また，１年生に対し

ては担任面談を行い，講義履修につい

て必要なアドバイスを行う。 

Ⅲ 

オリエンテーションのウェブサイトを

設け，１年生には対面のオリエンテーシ

ョンで，在校生にはオンラインまたは対

面でのガイダンスでディプロマ・ポリシ

ーとカリキュラム・ポリシーを周知し

た。また，１年生に対してはクラス担任

による面談をオンラインまたは対面で

実施した。 

45 

科目担任教員，教務委員会，事務局が連

携し，学生のＧＰＡ（グレード・ポイン

ト・アベレージ），履修状況を把握し，

問題を抱える学生に対する個別指導を

実施する。 

Ⅲ 

科目担当教員，担任教員，教務委員会，

事務局が連携し，履修状況に問題を抱え

る学生の情報を共有し，個別の指導に当

たった。 

46 

教務システムおよび学習管理システム

（ＬＭＳ）の更改を受けて，シラバスや

休講等の講義情報，履修登録等の電子

化を推進し，学生の利便性と履修状況

管理の効率性を高める。 

Ⅲ 

教務システムおよび学習管理システム

（ＬＭＳ）の更改を受けて，シラバスや

授業情報, 休講等の講義情報，履修登

録, 卒業論文その他の提出方法等の電

子化を推進した。 
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47 

自律的な学び方を身に付けられるよう

に，ピア・チュータリングによる学習支

援プログラムを継続して実施する。 

Ⅲ 

〇学習支援センター「メタ学習ラボ」で

は，新規採用者２名を含む合計 12 名

のチューターにより学習支援活動を

行なった。新型コロナウイルス感染対

策を行い，全セッション対面で実施し

た。 

〇実施チュータリング・セッション数は

190（利用者数 77名）であった。 

〇チューター主導による学習支援ワー

クショップは，令和３年度は新入生向

けワークショップのみの実施であっ

たが，令和４年度は初年次必修科目で

ある科学技術リテラシ，プログラミン

グの２科目において計３回実施した。

合計 38名の学生が参加した。 

〇チューターの研修による学びを深め，

その結果としてチュータリングスキ

ルが向上することを目的として，CRLA

の認定トピックについてチューター

主導による研修を前期中に１回，後期

中に２回行った。 

〇令和５年度４月に編入学予定の留学

生１名に対して，オンラインによるチ

ュータリングを計 18回行った。 

〇CRLA・ITTPC レベル１に認定されたチ

ューターは２名であった。 

48 

実践的な英語力を身に付けられるよう

に，英語コミュニケーションセッショ

ンを継続して実施する。 

Ⅲ 

〇Connections Cafeは，前期・後期あわ

せて 28週開室し，１日に３～４回，対

面で少人数セッションを行った。前期

は 82 名が合わせて 720 回利用し，後

期は 59名が合わせて 390回利用した。 

〇新型コロナウイルス感染対策のため，

令和元年度の１セッション当たりの

参加者は最大８名であったところ、令

和４年度は，１セッション当たりの参

加者を４名に制限した。その結果，出

席率は前年度比 158％と増加したが，

2019年度の 44％にとどまった。 

〇アンケート結果によると，参加者は非
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参加者より，「英語で話すことが楽し

くなった」や「自信がついた」と答え

る傾向があり，コミュニケーションツ

ールとしての英語に対する評価も高

まっていた。 

〇過去のアンケート結果を考慮し，

TOEIC受験準備のセッションや， 英語

リスニング・スピーキング等のリソー

ス＆スキルシリーズのセッションを

追加した。 

49 

２年次のコース配属について，１年生

向けに，年度初頭のガイダンスなど定

期的にコースの情報を提供する機会を

設ける。加えて，研究室のオープンラボ

など，各コースの教員と上級生とのコ

ミュニケーションの機会を提供する。 
Ⅲ 

４月に講堂においてオリエンテーショ

ンを実施した。オリエンテーションの前

半では各コース長が自コースの紹介を

行い，後半では身近な話題として「天気

予報」を題材に，各コースとのかかわり

を説明した。また，10月にはオープンラ

ボを開催し，各コースが対面またはオン

ラインにより研究室紹介を行い，１年生

は教員，上級生とのコミュニケーション

を図ることができた。 

50 

４年次の卒業研究の研究室配属に向け

て，学生が早期から準備・計画を行える

よう，年度初めのコース別ガイダンス

や，研究室のオープンラボなどを実施

し，将来の進路選択（就職，大学院進学）

に必要な情報やコミュニケーションの

機会を提供する。 

Ⅲ 

４月にオンラインのガイダンスを実施

し，研究室紹介を行うことで研究室配属

に向けた情報提供を行った。また，10月

にはオープンラボを開催し，各コースが

対面またはオンラインにより研究室紹

介を行い，学生は教員，上級生とのコミ

ュニケーションを図ることができた。 

加えて，11月の卒業研究中間セミナーお

よび２月の卒業研究発表会ではオンラ

インにより，学生が聴講できる機会を設

けた。 

51 

全学部生を対象に，学習達成度調査を

半期に１回実施することにより，個々

の学生が自身の学びを内省し，目的お

よび計画を立てられるようにする。 
Ⅲ 

〇前期および後期の履修登録期間中に，

全学部生を対象に「学習達成度に対す

る自己評価」を学習管理システムによ

り実施した。回答者数は前期 428 名，

後期 188 名であった。また，１月から

２月にかけて，卒業予定の学生を対象

に，卒業時における同調査を学習管理

システムにより実施し，170 名から回
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答を得た。 

〇全学部生を対象に，学生一人ひとりに

その学生自身の学習達成度の推移グラ

フを作成し，毎回フィードバックした。 

52 

学習達成度調査の結果等を分析し，学

修環境の改善に活用する。 
Ⅲ 

コミュニケーション科目，数学特別講

習，学習達成度に対する自己評価におい

て，学習成果に関するデータを収集・分

析し，教育改善の資料とした。 

  

 

      (2) 学生生活，進路・就職活動に対する支援に関する目標を達成するための措置 
 

      □第３期中期目標            

     学生の生活，健康，進路等の相談のほか，地域社会との関わりを含む課外活動など学生生

活に関する支援を行う。また，学生の大学院進学および就職活動に関する相談・支援体制の

整備に努める。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔学生生活に関する支援〕 

    ・日常的に学生（留学生を含む）のモラルやマナーに関する助言を行うとともに，毎年度の

ガイダンス等の機会を通じて，必要な講習を実施する。 

    ・学生の経済的支援を目的とした，独自の助成制度を創設する。 

    ・学生（留学生を含む）の生活状況の実態調査を実施し，学生生活の支援に反映する。 

    ・学生の自主的で有益な課外活動等が活性化するよう支援に努める。 

    ・学生自らが学生支援施策の検討の場に参加する仕組みを作る。 

   〔進路に関する支援〕 

    ・進路支援体制の整備を図り，多様化しつつあるキャリアの現状を踏まえた支援を行う。 

    ・進路選択に必要な情報の収集と分析に努め，適切な進路支援とその改善に努める。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

53 

マナー向上の啓発を推進するととも

に，大学施設利用のルールを明示し，

モラル・マナー向上のための施策を実

施する。 
Ⅲ 

〇喫煙ルール，自転車，駐車場の利用な

どのマナーについて，全学生に対して

適宜メールで周知を行うとともに，学

内スペースでの静穏な環境の維持のた

めに見回りを行い声がけを行った。 

〇コロナ禍での感染防止策を引き続き

推進するようメールや，声がけなどで

周知を図った。 
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〇コロナ禍によるサークル活動の制限

を５月に緩和し，施設委員会が策定し

たリスクに応じた施設利用のルールを

徹底するよう周知を図った。 

54 

生活状況の実態調査を実施し，学生の

ニーズの方向とその変化を分析する。 

Ⅲ 

学生委員会において，隔年で実施してい

る「学生生活実態調査」のアンケートを

実施した。実施結果について分析を行

い，概要について学生にフィードバック

を行うとともに，詳細について教授会で

報告を行った。また自由記述についてこ

れまでは一覧で共有をするのみであっ

たが，ワードクラウドを用いた視覚的な

分析を初めて実施した。大学生協への要

望について，大学生協にも共有し，改善

を要請した。 

55 

後援会との連携を維持し，学生の自主

的学習活動やサークル活動を支援す

る。 

Ⅲ 

〇コロナ禍により２年間中止や規模縮

小を余儀なくされていたサークル活動

や学校祭に対して，後援会からの補助

金がコロナ前の水準で支給され，活動

に一定の制限は課したものの，状況は

改善された。 

〇後援会から，新型コロナウイルス感染

症および物価対策として全学生に５千

円の QUOカードが送られた。 

56 

学生の生の声を集め，支援施策への学

生参加のあり方の検討を行う 。 

Ⅲ 

〇函館市学生生活支援事業費補助金を

活用し，大学生協と連携し，１万円分

の食堂・購買利用クーポンの発行およ

び，食品の現物支給を実施した。現物

支給分の食品の選定には，学生の声を

反映した。 

〇サークル運営協議会や生協学生委員

会と緊密に連携し，サークル活動や生

協の活動の支援を行った。具体的には，

新入生へのサークル紹介イベントの企

画運営，サークル補助金の交付・支出，

サークルによる学内施設利用ルールの

策定などで学生の意見を踏まえた支援

を行った。 

〇軽音楽部からの申し出により，コロナ
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禍で途絶えていた発表の場の創出のた

めに，学内（生協食堂）でのミニライ

ブを新型コロナウイルス感染症対策を

十分に実施したうえで行った。また，

練習の場である映像音響スタジオの利

用について，申し出に基づき段階的に

制限の緩和を行った。 

57 

教職員が連携し，カリキュラムの一環

として学生の社会的・職業的自立に必

要な能力の向上に資する支援を全学

生に対し通年で実施する。 

Ⅲ 

〇２年生，３年生，大学院博士前期課程

１年生を主な対象として，通年 29 回

のキャリアガイダンスを開講し社会

人基礎力および就職活動における実

践的能力を培った。開催方法について

は新型コロナウイルス感染症対策の

ため，オンラインに変更した。 

〇2023年卒業見込者全員を対象に，夏期

および冬期の２回（大学院は冬期１

回）就職委員が進路担当として進路面

談を行い，進路に関する指導・助言を

行った。 

〇令和４年 11 月および令和５年１月に

「模擬個人面接会」を開催し，外部講

師による面接指導を行い，アウトプッ

トに関する能力を涵養した。 また，通

年，ハローワークと連携し，隔週で学

内にて個別の進路相談，外部講師によ

る履歴書添削を行い，職業的自立に関

する実践的な能力を培った。 

58 

教職員が連携し，幅広い業界の企業と

の協力関係を築き積極的な情報収集

に努めるとともに，学生に対して業

界，職種，企業研究等に資する情報を

円滑に提供する。 

Ⅲ 

〇対面での学内およびオンラインで学

生と企業との情報交換の機会を設定

し，学生の業界研究を促進するとも

に，企業との情報交換の円滑化を図っ

た。 

・学内合同企業セミナー（全学年対象，

12月開催，出展 103社） 

・Web合同企業説明会（2023 年度卒対象，

７月および 12月開催，出展 22社） 

また，上記学内企業セミナーにおいて

参加企業 72 社と情報交換を行い，協

力関係を強化した。 
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〇卒業生の主たる就職先所在地となる

札幌圏および首都圏の企業訪問を行

い協力関係を強化した（対面 19社 オ

ンライン４社）。 

〇R&D 部門を有する企業５社を招いて技

術フォーラム（令和５年１月）を開催

し，学生の研究職等への職種理解を促

進した。 

〇東京にて「企業交流会＆プロジェクト

学習成果発表会 in東京」を開催し，学

生によるプロジェクト学習の取り組

みの紹介を行うことで，学生と企業と

の直接的な意見交換を通じて学生の

業界研究を促進した。 

 

    ４  研究の推進に関する目標を達成するための措置 

      (1) 研究の支援に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     本学の研究分野の独自性を高める世界水準の研究テーマや，地域の新たな可能性を開発す

る公益性の高い研究テーマなどに，学内研究資金等を集中的に投入するなどして支援を強化

する。先進的な教育方法の開発研究や，社会連携を志向する研究について戦略的な支援を行

う。教員間での学内共同研究を奨励・促進するとともに，国内外の大学や研究機関との共同

研究を推進し，研究における本学プレゼンスの向上を図る。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔重要な研究テーマに対する支援〕 

     ・本学の研究分野の独自性を高める世界水準の研究テーマ（注）や，地域の新たな可能性を

開発する公益性の高い研究テーマ，教育・学習方法の改善を目的とした研究テーマなどに，

学内研究資金等の資源の集中的な投入を行うとともに，テーマ開発の支援を行う。 

     ・研究テーマの成果報告会を開催し，教員間の研究交流を図り，教員間の共同研究を推進す

る。 

     〔注：エルゼビア（Elsevier）等世界的な科学出版社が提供する，スコーパス(Scopus)等

のデータベースに登録される論文など。〕 

   〔研究プロジェクトのプレゼンスの向上〕 

     ・本学の教員グループが主体となって行う研究プロジェクトに対して，コラボラティブ・ラ

ボラトリ（コ・ラボ）制度（注）を適用し，大学が公式な組織として認定し積極的に支援

することで，研究における本学のプレゼンスの向上を図る。 

     〔注：本学としてふさわしい研究活動を大学公認の組織としてオーソライズし，内からも
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外からも「見えるもの」にしていく制度〕 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

59 

国際的研究拠点構築を目指して，複雑

系と知能の融合領域，デザインと情報

科学・社会科学の融合領域，教育と情

報科学・認知科学の融合領域の重点領

域を設定し学内研究資金等の弾力的

な配分や資源の集中的な投入を行う。 

Ⅲ 

①仮想世界と現実世界の溶融にむけた

人-人および人-道具におけるインタラ

クションメカニズムの原理の解明とそ

の展開，②市史統計表のためのデータエ

ン ゲ ー ジ メ ン ト 基 盤 の 創 出 ， ③

HumaneTexture:人の知覚に寄り添うフ

ァンクショナル・テクスチャの設計，④

スマートシティはこだて ～移動を基

軸とした都市と地域社会のスマートデ

ザイン～，⑤CDT による軽度認知障害ス

クリーニング法の検討とメディカル ICT

推進，⑥情報教育 IR～教育ビッグデータ

を活用したプログラミング演習および

数学演習支援環境の構築と効果的な運

用～，⑦脳型人工知能，⑧物質の化学反

応に基づく知能ロボットの開発，⑨創造

性の科学，以上９事業 19,051千円を特

別研究費（学内公募型）として採択・実

施し研究の推進を図った。 

60 

成果報告会やパネルディスカッショ

ンを開催し教員間の研究交流・共同研

究の促進を図るとともに，パネル展示

を行い研究成果の情報共有を図る。 
Ⅲ 

令和４年４月にオンライン方式により

令和３年分の成果報告会を実施した。ま

た，３F モールへのパネル展示を行うと

ともに成果パネルの原稿データの共有

サーバーへのアップロードを行い，研究

成果の公開・共有化を図った。令和４年

度分は新年度に成果報告会およびパネ

ル展示を行うこととした。 

61 

未来ＡＩ研究センターおよび既存の

コ・ラボに対する積極的支援を継続す

るとともに，新たな重点・戦略研究テ

ーマを中心に有望なプロジェクトを

支援し，継続的・組織的な発展が見込

まれるプロジェクトにコ・ラボ制の導

入を図り，学内外への可視化とプロモ

ーションを引き続き促進する。 

Ⅲ 

〇昨年に続き，経済産業省の「令和３年

度産学融合先導モデル拠点創出プログ

ラム（J-NEXUS）」にて採択となった「チ

ャレンジフィールド北海道」において，

本学は「スマートシティはこだてラボ」

の開発成果を社会実装する大学発ベン

チャー「未来シェア」の SAVSを事業内

容として推進することとして，特に道



 

- 31 - 

 

内への展開を継続した。この中で，連

携協定を結んだ江差町において「江差

マース」を，未来大近辺において，主

として未来大生を対象とした「未来大

AIマース」を実施した。 

〇マリン IT・ラボは，JSTの地球規模の

課題に対応する国際科学技術協力プロ

グラム（SATREPS）の研究最終年度に入

り，コロナ禍で中断されていた現地実

験をインドネシアで行い，技術移転と

共同研究プロジェクトに取り組み，取

りまとめを行った。 

 

 

      (2) 研究の評価と情報公開に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     教員が行う研究活動について評価を行うとともに，機関リポジトリ(注)等を通じて成果の

社会への還元を図る｡大学が支援して行う研究プロジェクトについては，成果を厳正に評価す

るとともに，学内での共有を図る。また，研究の実施に際しては，研究倫理の遵守を徹底す

る。 

    〔注：研究機関（大学 ）が，論文や紀要などの知的生産物を電子的形態で集積し，保存・公

開する電子アーカイブシステム〕 

 

      ■第３期中期計画 

   〔研究成果の共有と評価〕 

    ・大学として支援を行った学内公募型研究等に関して，成果報告書提出を義務づけ，評価を

行う。 

    ・学内公募型研究等に関して，成果報告会を開催し，学内での情報共有を図る。 

    ・教員の研究成果の提出を求め，年度単位での研究業績の評価を行う。 

   〔研究成果の情報公開〕 

    ・教員が行う研究成果について，機関リポジトリでの公開，教員研究紹介等の冊子の発行，

地域交流フォーラム等のイベントの開催など多様な機会を通じて，国内外へ公開するとと

もに，研究成果の地域社会への還元を進める。 

   〔研究倫理の遵守〕 

    ・研究者倫理の普及に努め，研究活動における不正行為を防止する。 
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No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

62 

学内公募型研究等に関して，成果報告

書提出を義務づけ，評価を行う。 

Ⅲ 

提出されている特別研究費の成果報告

書については，新年度にハイブリッド方

式で成果報告会を実施することとした。

また，報告会では十分な質疑応答の時間

を設けることで，教員間による学際的な

評価を行うこととした。 

63 

学内公募型研究等に関して，成果報告

会を開催し，学内での情報共有を図

る。 

Ⅲ 

令和４年４月にオンライン方式により

令和３年分の成果報告会を実施した。ま

た，成果パネルの原稿データの共有サー

バーへのアップロードおよび３Fモール

へのパネル展示を行い，研究成果の公開

・共有化を図った。令和４年度分は新年

度に成果報告会およびパネル展示を行

うこととした。 

64 

教員の研究成果の提出を求め，年度単

位での研究業績の評価を行う。 
Ⅲ 

教員に直近５年間の研究成果の提出を

求め，研究業績の評価を行い，優秀な成

果を得た教員に対して一般研究費を追

加配分した。 

65 

機関リポジトリ，教員研究紹介冊子，

地域交流フォーラム等，既存の手段に

よる研究成果発信とともに，外部の研

究者ポータル（Researchmap，Research 

Gate，L-RAD 等）の活用をより一層進

め，効率的・効果的な情報発信を推進

する。 

Ⅲ 

〇継続して機関リポジトリを運用し，学

内の研究成果を広く学外に公開した。 

 ・5,911件 

・博士学位論文数 60件 

〇社会連携センター交流会兼未来 AI 研

究センター交流会として，４年ぶりに

地域交流フォーラムを対面で開催し

た。昨年 12 月から行ってきた未来大

AI マースの実証実験結果を踏まえ，

「函館道南の公共交通の未来を考え

る」をテーマに，講演とパネル討議を

行った。室蘭工業大学の有村幹治教授

をモデレータに迎え，未来大 AI マー

スに関わる機関・企業をパネラーとし

て招いた。 

〇教員研究紹介冊子に相当するものと

して，収集した教員の研究内容を大学

ウェブサイト上に「研究シーズ集」と

して公開した。 
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〇チャレンジフィールド北海道を通し

て連携協定を結んでいる（株）リバネ

スのポータルサイト L-RADを，科研費

不採択となった研究など埋もれた研

究シーズと企業を結びつけるために

活用する取り組みを継続して行った。 

66 

研究倫理教育に関するｅラーニング

受講の徹底を図るとともに，謝金等の

支出に関する抜き打ち検査の実施や

科研費の抽出検査等の取り組みを進

める。 

Ⅲ 

日本学術振興会の研究倫理ｅラーニン

グコースを教材として指定し教職員の

受講・修了証の提出を義務づけ，全員の

受講を確認した。学生に対しても博士後

期課程研究奨励費の応募者に受講・修了

証の提出を義務づけるなど受講の徹底

を図った。また，謝金等の支払いに関す

る抜き打ち検査，科研費の内部監査，メ

ール配信による科研費研修会，他大学の

不正事案のニュース配信を行い研究費

不正使用防止の取り組みを進めた。 

 

 

      (3) 外部資金の確保，研究成果の知的財産化や事業化の支援に関する目標を達成する

ための措置              
 

      □第３期中期目標            

     科学研究費助成事業をはじめとする各種の競争的資金制度による研究費の助成や，企業と

の共同研究等による民間研究資金等の導入など，多様な外部研究資金を確保するとともに，

研究成果の知的財産化や事業化の支援を進め,研究のための財源の拡大に努める。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔外部研究資金獲得の支援〕 

    ・各教員の有する研究テーマや，学内公募型研究等の研究プロジェクトに対し，科学研究費

助成事業をはじめ，国や地方自治体，民間団体・企業等の多様な外部研究資金の確保に向け

ての，戦略的な公募情報の提供と申請にともなう支援を行う。 

    ・研究成果を社会に還元し，また，社会のニーズを研究者に還流させるために，社会連携セ

ンターが主体となって，地域内外の民間企業とのマッチングを支援する。 

   〔知的財産化・事業化の支援〕 

    ・各教員の研究活動や，学内公募型研究等の研究プロジェクトから創出される研究成果につ

いて，社会連携センターが中心となって知的財産化や企業化の支援を行う。 
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No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

67 

外部の研究助成等の公募情報を体系

的に収集し提供する。 

Ⅲ 

〇データベースによる公募情報を管理・

公開するとともに，メール配信により

公的研究資金の情報を教員に提供し

た。 

〇日本学術振興会の専門研究員による

科研費の応募に関する説明会を開催

した。 

〇科学研究費助成事業の採択率向上に

向けた支援策として，申請書の添削指

導を実施した。 

令和４年度科研費実績 

新規採択 11件,採択率 36%,継続 26件 

令和３年度科研費実績 

新規採択８件,採択率 24%,継続 25件 

68 

教員の研究成果発表等の内容に基づ

いて積極的な資金計画支援を行う。 

Ⅲ 

〇特別研究費の採択において，過去の研

究成果等を考慮したうえで内容の評価

を行い，評価が高いものに優先的に配

分する等の支援を実施した。 

〇外部研究資金の獲得者には，間接経費

の３分の１を学内一般研究費として加

算する支援を実施した。 

69 

社会連携センターを中心に，内外の企

業との共同研究や技術移転を積極的

に行うとともに，産学官金の各機関と

の連携や意見交換を密にし，参画する

各種大型事業における連携推進を進

め，さらなる大型研究資金をねらった

戦略的コンソーシアム形成等の可能

性の検討に継続的に取り組む。 
Ⅲ 

〇前年度から継続している共同研究が

18件，新規共同研究が８件で，計 26件

となり，コロナ禍の影響が残るも，前

年度並みの件数維持となった。 

〇産学官金連携となる地域未来投資促

進法に基づく連携支援計画として承認

されている「はこだて知能ロボット開

発・導入連携支援計画」（代表 本学）

における活動を継続，推進し，対象企

業への訪問を行った。 

〇コロナ禍により活動が限定的なもの

となったが，ビジネス EXPO2022，メッ

セナゴヤ 2022，おおた研究開発フェア

の３件に参加し，本学の研究成果を紹

介した。 

〇(一社)北海道産学官研究フォーラム
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が新たに立ち上げた「北海道 MaaS推進

研究会」に継続参加し，本学のスマー

トモビリティ研究の技術アピールを継

続した。 

〇内閣府が進める地域バイオコミュニ

ティの形成において採択された「北海

道プライムバイオコミュニティ」（北

海道大学，北海道庁，ノーステック財

団による「北海道３連絡会」（Hokkaido 

Cubix：北海道キュービックス）が代表

幹事）に参画し，本事業の推進を継続

した。 

〇文部科学省のスタートアップエコシ

ステム形成支援事業において，北海道

大学が主幹する HSFC プラットフォー

ムが採択され，本学は共同機関として

参加，アントレプレナーシップ啓発サ

イトの構築等の事業推進を行った。 

70 

新たな研究成果からの特許権，意匠

権，著作権等の知財化について積極的

に啓発・募集・支援を行い，出願申請

業務や共同研究企業等との交渉業務

に，適切な外部専門機関の援助を得な

がら速やかに取り組む。 

Ⅲ 

〇特許申請の募集を定期的に繰り返す

とともに，月１回発明委員会を開催し，

知的財産の獲得，活用に向けた取り組

みを実施した。 

 ・特許出願件数：３件(国内） 

 ・特許登録件数：１件   

 

    ５  地域貢献に関する目標を達成するための措置 
 

      □第３期中期目標            

     地域の知の創出と交流の拠点として，教育と研究を通じて，地域との交流・対話・参加の

機会を創出し，地域の可能性を開発する。また，地域の産学官金との連携を強化し，地域社

会への知識や技術の移転と活用に努め，さらなる地域の経済，産業,教育，文化の振興に寄与

する。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔教育を通じた地域貢献〕 

    ・プロジェクト学習や各種演習をはじめ，地域をフィールドとした教育研究活動，地域の様

々な機関・住民と連携した教育研究活動を通じて，地域の課題や要請に応える教育研究活動

を推進する。 

    ・地域住民の生涯教育や社会人の再教育を目的とした公開講座や特別講演会を実施する。 



 

- 36 - 

 

   〔研究活動を通じた地域貢献〕 

    ・学生や教員が主体となって，地域の可能性を開発する調査分析や研究開発を行い，その成

果を地域に還元する。 

    ・社会連携センターが中心となって，地域への技術・知識の移転や，地域共同研究を推進し，

地域経済・産業の振興を支援する。 

    ・ＩＴ関連産業や地域の基幹産業に寄与するため，共同研究の推進や研究成果を活かした起

業を促す。 

   〔教育機関等の連携による地域貢献〕 

    ・キャンパンス・コンソーシアム函館の活動に積極的に参画し，単位互換制度を推進するな

ど，地域の教育機関との学術連携・社会連携を進める。 

    ・地域の小学校・中学校・高校などと連携し，情報教育への貢献に努める。 

 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

71 

社会連携センター，教務委員会，事務

局教務課が中心となって，地域からの

教育連携の要請，教員の地域連携の要

請の双方を把握し，既存の連携協定の

活用を含めて，適切なマッチングや交

渉を行い，教育と地域社会との連携を

支援・推進する。 

Ⅲ 

〇江差町との連携協定が令和３年度に

結ばれたことより，江差マース推進協

議会への参加を継続した。 

〇函館税関との包括連携を受けて，税関

150 周年記念のパネル展示を学内にて

行なった。また税関データを対象にし

た共同研究に向けて協議の継続を行っ

た。 

〇内閣府の令和３年度地方大学・地域産

業創生交付金に函館市として申請した

「魚介藻類養殖を核とした持続可能な

水産・海洋都市の構築～地域カーボン

ニュートラルに貢献する水産養殖の確

立に向けて～」が採択となり，本事業

中における当該人材育成事業に継続参

画を行った。 

〇ハッカソン等の開催案内について学

内周知 32 件を行った。これらへの参加

者状況は全て把握されていないが，少

なくとも学生１名が参加している。 

72 

教員の研究成果を市民に還元する公

開講座，著名なゲストが先進的な学術

的文化的話題を講義する特別講演会

を柱としてオンライン形式を含めて

Ⅲ 

〇データサイエンスオープンプログラ

ム（履修証明プログラム）に関して社

会人履修生の募集を８月，２月に行っ

た。 
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推進するとともに，ＡＩ／ＩｏＴに関

連した社会人向け教育や，各教員が主

体的に展開する地域での講演・教育活

動等を積極的に支援・推進する。 

〇令和４年度の公開講座を 10 月にオン

ラインにて開催した。開催講座は下記

の３件であり，本学の教員の取り組み

の中から，一般の方々にもわかりやす

く，興味を持ってもらえそうなテーマ

を選定した。その結果，学内外から延

べ 96名の参加を得た。 

・「日用品インターフェースの作り方」 

・「ロボットとしてのドローン」 

・「非規格材を建築に転用するためのデ

ジタルファブリケーション」 

73 

地域をフィールドとした調査分析，研

究開発活動等を通じて，地域の実情や

変化の様相を把握し，新しい可能性を

抽出するなど，地域の政策形成・地域

振興への関与・貢献に努める。 

Ⅲ 

〇未来大ＡＩマースの実証実験を，学生

を含む本学の関係者，および一般の方

々を対象として実施した。（令和４年

12月～令和５年２月） 

〇公共交通課題に取り組むことをメイ

ンとして令和３年度８月に江差町と結

んだ連携協定に基づき，道内企業等と

ともに未来シェアによる SAVS の運行

実験を行なった。（令和４年 12月～令

和５年１月） 

〇令和３年度８月に締結した函館視力

障害センターとの連携事業に関する協

定に基づき，高齢者や障害者ほか，地

域に関わる全ての人のための情報支援

について課題解決を図り，新たな提案

を通じた社会貢献に寄与することを目

的とした本事業の継続を行った。 

〇道南において 35 年ぶりに日本酒の製

造を開始した箱館醸蔵と本学とで共同

研究の端緒となる取り組みを継続し

た。 

74 

地域の産学官民と広く連携・協力し，

地域の社会的文化的経済的な状況の

理解に努め，企業進出やＵＩＪターン

人材等の動向や可能性なども見据え

ながら，より効果的な技術移転・知識

移転の推進継続に努める。 

Ⅲ 

函館にサテライトオフィスを開設した

e-Jan ネットワークス株式会社と本学と

の共同研究契約を昨年度締結し，実用化

を視野に入れた共同プロジェクト「ミラ

イノオフィス」を継続展開中である。今

年度はその成果の一つとして，特許１件

を共同出願した。 
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75 

AI/IoTに関する戦略的な技術移転・知

識移転，共同研究の推進について，引

き続き道立工業技術センターや函館

高専，函館市，北海道や関係各省庁等

と連携して進めるとともに，新たな課

題を見極めて取り組む。 

Ⅲ 

経済産業省の「産学融合先導モデル拠点

創出プログラム」において，採択されて

いる「チャレンジフィールド北海道」（代

表幹事機関：ノーステック財団）におけ

る事業推進を継続した。 

76 

アカデミックリンクなど，キャンパス

・コンソーシアム函館の活動に積極

的に参画する。また，単位互換制度へ

の協力，公開講座の提供など，地域の

大学や高専等との学術連携・社会連携

を進める。 
Ⅲ 

〇令和３年度と同様に 11 月～12 月のオ

ンライン開催となった HAKODATE アカ

デミックリンク 2022に，本学からも 12

チームの学生チームが参加した。また，

本学参加チームが審査員特別賞を受賞

した。本学教員も審査委員として参加

し，当日運営に協力した。 

〇単位互換については，前期５科目，前

期集中１科目，後期９科目の計 15科目

を科目提供した。受講者数は延べ人数

で，それぞれ前期 12名，前期集中３名，

後期 15名を受け入れた。 

77 

小中高大連携事業について検討し，情

報教育に貢献する。 

Ⅳ 

専門分野における高大連携として，市立

札幌旭丘高校と連携の準備を進めた。同

校の数理データサイエンス科での探究

活動等での教育に関する支援を目的と

して，連携協定を結ぶ運びとなった。 

 

    ６  学術連携および国際化に関する目標を達成するための措置 
 

      □第３期中期目標            

     多様な文化や背景を持つ者がともに学ぶことは，新たな視点の共有や協働による問題解決

を生み出し，未来の社会の発展に資する学修環境を作り出すため，国外・国内の大学や研究

機関等との有意義な学術連携を進め，教育と研究の高度化・国際化を図る。また，グローバ

ルな学術交流ネットワークの構築，学術交流を支援するための体制を整備する。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔グローバルな学術交流ネットワークの構築〕 

    ・本学にとって意義ある大学や研究機関等との国内外の学術交流連携を積極的に進め，グロ

ーバルな教育研究を推進するための学術交流ネットワークを構築する。 

   〔学術交流を支援するための体制の整備〕 

    ・教職員の海外派遣を促進するとともに，公立はこだて未来大学振興基金等を活用した海外

留学助成制度を充実させ，学生の留学を支援する。 
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    ・学術連携校からの留学生や教職員の受け入れを促進するため，生活支援などの受け入れ体

制の整備を図る。 

    ・海外派遣・受け入れと適合性の高い，教育制度の実現を目指す。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

78 

既に連携している大学との交流を

活性化するとともに新規の連携先

を開拓する。 

Ⅲ 

〇海外協定校との協定を，より本学の現状

の教育研究に即した海外連携となるよ

うに見直し，１件の更新（フランス ギ

ュスターブエッフェル大学），および１

件を廃止（デンマーク コペンハーゲン

IT大学）することとした。 

〇新規で，タイのチェンマイ大学と学術連

携覚書を締結した。 

〇既に学術連携を結んでいる連携先の海

外大学から研究者を招聘し学術講演会

や研究ミーティングを実施することで，

連携内容の強化を図った。新たな連携先

の候補としてシンガポール国立大学よ

り研究者を招聘し，協定締結に向けた協

議に着手した。 

〇カルガリー大学（カナダ）やオウル大学

（フィンランド）を含め，国内外の多く

の研究機関の研究者らとのミーティン

グや合同ワークショップなどを実施し，

交流の活性化を図った。また，多様な研

究プロジェクトを介して，未来大の教員

および学生が研究交流に努めた。 

〇米国の非営利組織である SAFと提携し，

SAF のネットワークを利用した海外大学

に認定大学として留学することを可能

とした。 

79 

グローバルな教育研究を推進する

ため，学内の制度を整えるととも

に，国内外の大学や研究機関等との

学術交流ネットワークを構築する。 Ⅲ 

本学教員が，情報処理学会・理事や日本学

術会議・会員および連携会員，日本学術振

興会・学術システム研究センター専門研究

員など，システム情報科学分野やより広い

学術分野を担う国内外の主要な組織や会

議の運営の一翼を担い，研究者らとのネッ

トワークの構築を推進した。 
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80 

公立はこだて未来大学振興基金を

財源として創設した海外留学助成

制度や外部資金を積極的に活用す

ることにより，学生の留学を促進さ

せる。 

Ⅲ 

日本学生支援機構海外留学制度を活用し，

大学院生１名が令和５年３月から９月ま

で（予定）新規の協定校であるタイのチェ

ンマイ大学へ留学した。また，独自の留学

助成金により，当該学生に対して渡航費等

の支援を行った。 

再掲 

38 

留学生の受け入れ体制の充実のた

め，学内外の支援制度について検討

する。また引き続き，留学生の住宅

・生活支援，日本語教育環境を支援

する制度を整える。 

Ⅳ 

〇函館ロータリークラブから，母国の急激

な経済の悪化により困窮した留学生３

名に対し特別奨学金を寄附いただき，学

長室で授与式を執り行った。 

〇コロナ禍のために入国ができていなか

った留学生 10 名がすべて入国し，入国

の水際対策で影響を受けた留学生に対

しては待機や移動に要した費用の補助

を実施した。 

〇協定校から４名の交換留学生（９月～１

月）を受入れた。入国後，生活を始める

までの住居や諸手続き，帰国の準備など

について事務局による支援を行った。英

語での講義を実施し，日本語に長けてい

ない留学生でもシステム情報科学に関

する講義を受講できるようにした。 

〇外部の日本語教師による日本語教育（日

本語カフェ）を学期中週３回実施し，計

16 名の留学生が参加した。日本語レベ

ルに応じて，初級者向けの内容から，日

本語能力試験一級対策まできめ細かな

クラス設定で，留学生のニーズに応じた

教育を提供した。 

81 

海外の連携協定校の履修制度に加

えて，コロナ禍におけるオンライン

交流の可能性について調査を行う。 
Ⅲ 

コロナ禍での学術交流の再開として，６月

22日に台湾静宜大学との SDGsにかかわる

オンラインフォーラムを実施した。両大学

の学長ほか延べ 35名程度が参加した。 

 

  ７  附属機関の運営に関する目標を達成するための措置 

      (1) 社会連携センターの運営に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     社会の要請を意識し，地域の知と人材の拠点を目指す,本学の目標に沿って，社会連携セン
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ターは全学的な取り組みを推進する。そのため，外部研究資金の確保や研究成果の知的財産

化・事業化に対する支援のほか，地域への技術移転や共同研究活動，地域連携による社会的

・文化的活動を推進する。このような多様な職務を遂行するため，専門能力を有するスタッ

フの育成と組織化を進める。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔社会連携の全学的な取り組みの推進〕 

    ・社会連携の理念と活動方針を関係組織や教職員に対し周知するとともに，学内の様々な取

り組みについて情報共有に努め，社会連携に関する全学的な取り組みを推進する。 

    ・社会連携センターが中心となって，地域への技術・知識の移転や，地域共同研究を推進し，

地域経済・産業の振興を支援する。（再掲） 

    ・産学連携・地域連携に基づく様々な社会的・文化的活動を推進する。 

   〔外部研究資金獲得の支援〕（再掲） 

    ・各教員の有する研究テーマや，学内公募型研究等の研究プロジェクトに対し，科学研究費

助成事業をはじめ，国や地方自治体，民間団体・企業等の多様な外部研究資金の確保に向け

ての，戦略的な公募情報の提供と申請にともなう支援を行う。 

    ・研究成果を社会に還元し，また，社会のニーズを研究者に還流させるために，社会連携セ

ンターが主体となって，地域内外の民間企業とのマッチングを支援する。 

   〔知的財産化・事業化の支援〕（再掲） 

    ・各教員の研究活動や，学内公募型研究等の研究プロジェクトから創出される研究成果につ

いて，社会連携センターが中心となって知的財産化や企業化の支援を行う。 

   〔専門人材の育成と組織化〕 

    ・多様な職務（リサーチ・アドミニストレーション，知財化コーディネート,地域連携・社会

連携コーディネート，研究広報等）を遂行するための専門能力を有するスタッフの育成と組

織化を進める。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

82 

社会連携ポリシーに沿った活動を推

進し，様々な取り組みを教授会や学内

メール等で周知するとともに，社会連

携センター長をはじめとする教員の

外部講演活動，具体的な活動事例のニ

ュース記事，マスメディア紹介等を通

じて，世の中に広く情報発信する。ま

た，大学内外の人々を巻き込みなが

ら，有機的な社会連携活動を行い，企

業等からの連携相談を成立させる取

り組みを推進する。 

Ⅲ 

〇共同研究，外部講演活動等社会連携に

係るニュースをウェブサイトに掲載し

プレスリリースを行って広く情報発信

した。（６件） 

〇北海道大学が主幹となっている HSFC

プラットフォーム推進事業の一環とし

て，教員，学生が参加可能なアントレ

プレナーシップ関連イベントについ

て，学内に告知するとともに，その一

覧表を作成し，学内に共有した。 
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再掲 

74 

地域の産学官民と広く連携・協力し，

地域の社会的文化的経済的な状況の

理解に努め，企業進出や UIJターン人

材等の動向や可能性なども見据えな

がら，より効果的な技術移転・知識移

転の推進継続に努める。 

 

Ⅲ 

函館にサテライトオフィスを開設した

e-Jan ネットワークス株式会社と本学と

の共同研究契約を昨年度締結し，実用化

を視野に入れた共同プロジェクト「ミラ

イノオフィス」を継続展開中である。今

年度はその成果の一つとして，特許１件

を共同出願した。 

83 

新型コロナウイルス感染症対策の状

況を踏まえながらも，はこだて国際科

学祭，地域デジタルアーカイブ，地域

オープンデータ活用による道南文化

財学芸振興等をはじめ，既存の取り組

みをさらに発展させるとともに，年々

新たに取り組まれる多様な活動を継

続的に実施できるよう組織化を図る。 

Ⅲ 

はこだて国際科学祭について，今年度は

オンライン形式と対面形式を織り交ぜ

て開催した。トータル 33 のプログラム

を実施し，のべ約 2,400名の参加があっ

た。 

再掲 

67 

外部の研究助成等の公募情報を体系

的に収集し提供する。 

Ⅲ 

〇データベースによる公募情報を管理・

公開するとともに，メール配信により

公的研究資金の情報を教員に提供し

た。 

〇日本学術振興会の専門研究員による

科研費の応募に関する説明会を開催

した。 

〇科学研究費助成事業の採択率向上に

向けた支援策として，申請書の添削指

導を実施した。 

令和４年度科研費実績 

新規採択 11件,採択率 36%,継続 26件 

令和３年度科研費実績 

新規採択８件,採択率 24%,継続 25件 

再掲 

68 

教員の研究成果発表等の内容に基づ

いて積極的な資金計画支援を行う。 

Ⅲ 

〇特別研究費の採択において，過去の研

究成果等を考慮したうえで内容の評価

を行い，評価が高いものに優先的に配

分する等の支援を実施した。 

〇外部研究資金の獲得者には，間接経費

の３分の１を学内一般研究費として加

算する支援を実施した。 

再掲 

69 

社会連携センターを中心に，内外の企

業との共同研究や技術移転を積極的

に行うとともに，産学官金の各機関と

Ⅲ 

〇前年度から継続している共同研究が

18件，新規共同研究が８件で，計 26件

となり，コロナ禍の影響が残るも，前
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の連携や意見交換を密にし，参画する

各種大型事業における連携推進を進

め，さらなる大型研究資金をねらった

戦略的コンソーシアム形成等の可能

性の検討に継続的に取り組む。 

年度並みの件数維持となった。 

〇産学官金連携となる地域未来投資促

進法に基づく連携支援計画として承認

されている「はこだて知能ロボット開

発・導入連携支援計画」（代表 本学）

における活動を継続，推進し，対象企

業への訪問を行った。 

〇コロナ禍により活動が限定的なもの

となったが，ビジネス EXPO2022，メッ

セナゴヤ 2022，おおた研究開発フェア

の３件に参加し，本学の研究成果を紹

介した。 

〇(一社)北海道産学官研究フォーラム

が新たに立ち上げた「北海道 MaaS推進

研究会」に継続参加し，本学のスマー

トモビリティ研究の技術アピールを継

続した。 

〇内閣府が進める地域バイオコミュニ

ティの形成において採択された「北海

道プライムバイオコミュニティ」（北

海道大学，北海道庁，ノーステック財

団による「北海道３連絡会」（Hokkaido 

Cubix：北海道キュービックス）が代表

幹事）に参画し，本事業の推進を継続

した。 

〇文部科学省のスタートアップエコシ

ステム形成支援事業において，北海道

大学が主幹する HSFC プラットフォー

ムが採択され，本学は共同機関として

参加，アントレプレナーシップ啓発サ

イトの構築等の事業推進を行った。 

再掲 

70 

新たな研究成果からの特許権，意匠

権，著作権等の知財化について積極的

に啓発・募集・支援を行い，出願申請

業務や共同研究企業等との交渉業務

に，適切な外部専門機関の援助を得な

がら速やかに取り組む。 

Ⅲ 

〇特許申請の募集を定期的に繰り返す

とともに，月１回発明委員会を開催し，

知的財産の獲得，活用に向けた取り組

みを実施した。 

 ・特許出願件数：３件(国内） 

 ・特許登録件数：１件   

84 
多様な職務（リサーチ・アドミニスト

レーション，知財化コーディネート，
Ⅲ 

社会連携センターの職員の知識・スキル

向上を目的として，次の研修・説明会に
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地域連携・社会連携コーディネート，

研究広報等）遂行に向けて，計画的に

専門能力を高めるための育成を継続

推進する 。 

参加した。 

・令和４年度知的財産権研修（INPIT 主

催）６月９日（参加者 1名） 

・令和４年度研究インテグリティについ

ての説明会（内閣府委託事業）12 月 13

日，１月 17日，１月 27日，３月７日開

催（参加者 １名） 

 

      (2) 情報ライブラリーの運営に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     教育・研究活動に必要な学術資料・情報を適切に収集し，提供することにより，教育の質

の向上，研究活動の支援を行うとともに，大学で生み出される教育研究成果の集積，オープ

ン化を推進する。また，地域における「知の拠点」として，知の共有を図り，地域と大学の

連携に貢献する。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔学術資料・情報の収集と提供〕 

    ・学術情報流通の変化，利用動向を見据え，紙の書籍や雑誌に加えて，電子ジャーナルや電

子書籍等の電子情報資源等，教育研究活動に必要な学術資料・情報を適切な媒体で収集し提

供する。 

    ・収集した資料・情報をより効果的に検索し，活用できるための環境を整備する。 

    ・全国の大学図書館，公共図書館，国会図書館等とのネットワークを通じて，必要な学術資

料・情報を提供する環境の充実を図る。 

   〔教育研究成果のオープン化〕 

    ・機関リポジトリの整備を進め，大学で生み出される教育研究成果を公開するとともに，長

期的な保存を図る。またそのための効率的な運用方法を検討する。 

   〔地域における知の拠点と図書館連携〕 

    ・地域における「知の拠点」として，所蔵する資料や施設を公開し，提供する。 

    ・地域における図書館連携活動を進め，図書館相互の利用促進，読書啓発等の活動を推進す

る。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

85 

今後のライブラリーの利用形態の変

化を踏まえて，教育研究活動に必要な

蔵書・資料の充実に努めるとともに，

適切な蔵書 を構成し，資料を配置し

ていく。 

Ⅲ 

〇３年ぶりに，冊子体書籍の選書会を実

施した。選書会では，本学専門分野お

よび教養分野の学術書約 1,000冊が選

書された。 

〇引き続き，情報科学分野を中心に電子
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書籍を整備し，約 300冊を新たに購入

した。 

〇本学に必要な資料を適切に整備する

ため，教育研究分野に関わりの深いキ

ーワードを見直し，選書に活用，蔵書

を充実させた。 

〇昨年に引き続き学生選書委員会を立

ち上げ，蔵書に学生の要望を反映させ

た。 

〇研究棟書庫も活用し，増加する資料を

適切に配置した。 

86 

研究に必要な学術論文について，電子

ジャーナルや論文データベースの利

用環境を充実させるとともに，契約内

容を継続的に見直し，効率的で効果的

な整備を行う。 
Ⅲ 

〇電子ジャーナルの契約内容について，

ライブラリー運営委員会において，利

用率と契約金額，ジャーナルの重要

性，およびドキュメントデリバリーで

の入手の可否について検討した。今年

度は昨年度と同様の契約内容で進め

ることを確認した。 

〇投稿論文の剽窃チェックを行うツー

ルを試用し，本学における適切な導入

形態を確認した。 

87 

収集した資料や情報の利用促進のた

め企画を実施するなど，利用環境の整

備と利用者に対するサービス向上に

努める。 

Ⅲ 

〇学生や教員のオンラインでの学習・研

究に対応するため，下記の措置を実施

した。 

・学生，教員のためのオンラインライブ

ラリーリソースの利用を紹介するサイ

トで，電子書籍や電子ジャーナルの使

い方の情報提供を行った。 

・ライブラリーホームページの学生向け

「研究ガイド」に，新たに「Google 

Scholar を使いこなす：基本編」，

「Google Scholar を使いこなす：活用

編」，「信学技報で論文を探す」とい

うコンテンツを追加した。 

・リンクリゾルバーシステムを更新し，

購読している電子ジャーナルやオープ

ンアクセス論文へのアクセス環境の改

善を図った。 

〇読書推進および多様な学術書に触れ
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るための機会として，以下を実施し，

利用を促した。 

・教員による推薦図書の展示コーナーを

更新し，約 100 冊を追加した。また，

特別展示企画を計８回実施した。これ

らの情報をライブラリーホームページ

で公開した。 

88 

学習や研究に資するため，全国の大学

図書館と連携して，所蔵していない文

献を提供するための手段を確保する。 

Ⅲ 

継続して文献複写および資料借用サー

ビスを提供した。今期は他研究機関への

依頼として文献複写：129 件，資料借用

：８件があった。他研究機関からは文献

複写：83 件，資料借用：20件の申し込み

を受けた。大学図書館との連携による文

献提供が良好に機能していることを確

認できた。 

89 

機関リポジトリの内容の充実を図り，

学内の研究成果を広く公開するとと

もに，効率的なシステム構築のための

整備を行う。 

Ⅲ 

機関リポジトリのシステムを更新し，共

用リポジトリサービス JAIRO CLOUDを導

入した。更新にあわせて画面デザインも

変更し，システムの改善を図った。また

本学リポジトリに対して，以下のアクセ

ス（ダウンロード）があり，研究成果の

公開機能として有効であることが確認

できた。 

・全体: 9,375件 

・博士学位論文: 437 件 

90 

ウェブページ等を通じて，大学が所有

する書籍や資料に関する情報を地域

に提供し，その利用促進を図る。 

Ⅲ 

〇ライブラリーホームページで，本学が

所有する書籍や資料の情報を広く発

信した。「未来大文庫」，「コースの

本棚」など本学の特徴的な資料情報は

ラベリングするなどしてわかりやす

く提供し，利用を促進した。 

〇本学の教育研究にかかわりの深い分

野を扱うオライリー社の電子資料を

定期的に購入し，ライブラリーホーム

ページで紹介し利用を促進した。 

91 

キャンパス・コンソーシアム函館の図

書関連携プロジェクト（ライブラリー

リンク）を通じて，読書や図書館利用

の啓発活動を行う 。 

Ⅲ 

キャンパス・コンソーシアム・函館ライ

ブラリーリンクにおいて，読書や図書館

利用の啓発のために以下を行った。 

・今年度も各図書館の蔵書の特徴を紹介
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する「はこだて LL文庫」のオンライン

開催に参画し，約 30冊を紹介した。 

・アカデミックリンクに参加し，函館市

内の図書館を紹介する動画を作成し，

公開した。 

 

 

  ８  運営・管理および財政基盤の安定化に関する目標を達成するための措置 

      (1) 大学の運営・管理に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     理事長のリーダーシップのもと，建学の理念に基づき戦略的な取り組みを推進する。また，

学内会議や学内委員会と事務局が系統的に連携し，円滑な組織運営を行う。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔理事長主導による戦略的な運営〕 

    ・建学の理念に基づき，理事長のリーダーシップにより運営方針を具体化し，その実現に向

けて戦略的な取り組みを推進する。 

   〔明確な業務分担による機動的な運営体制〕 

    ・常勤役員会議，部局長会議，教育研究審議会等を適切に運営するとともに，明確な業務分

担により学内委員会組織の機動的な運営体制を推進する。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

92 

理事長のリーダーシップのもと，ポス

トコロナにおける高等教育のあり方

を検証し，本学のとるべき戦略的な取

り組みを明らかにする。 Ⅲ 

理事長のリーダーシップのもと COVID-

19対策会議を開催し，感染状況の変化に

対応して教育方法や学生支援に反映し

た。また，対策会議内で令和５年度以降

に向けたポストコロナにおける授業手

法について検討を行い，授業実施計画に

反映した。 

93 

役員会議の定例開催を継続するとと

もに，札幌市立大学との連携を維持

し，新型コロナウイルス感染症対策下

での教育の質の維持と安全の確保を

図る。 
Ⅲ 

常勤役員による役員会議を毎週月曜日

に開催し，新型コロナウイルス感染症拡

大防止対策を中心に，大学運営上の課題

を役員間で共有した。また，札幌市立大

学役員との合同会議を定期的に開催し

（毎月 1回），新型コロナウイルス感染

症拡大防止対策等に関する知見の共有

を図った。 
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94 

教育研究審議会，部局長会議を適切に

開催するとともに，学内委員会の活動

と連携し機動的な運営体制を推進す

る。 
Ⅲ 

教育研究審議会，部局長会議をハイブリ

ッド開催（オンラインと対面の併用）し，

前年と同様の頻度で開催した。既定の学

内委員会に加え，役員，管理職，関係委

員会委員長と事務局各担当主査をメン

バーとする COVID-19対策会議において，

継続的に教育の質の維持と安全の確保

に努めた。 

 

 

      (2) 人材の確保・育成に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     教員の多様な採用方法等により，優秀で多様な人材を確保するとともに，人事評価や，研

修の充実等を図り，教員および事務職員の計画的な人材育成を行う。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔優秀で多様な人材の確保〕 

    ・教員の採用方法や雇用形態の見直しを行い，優秀な人材を採用，確保するとともに，多様

な教員の雇用を継続して推進する。また，業績評価を引き続き実施し，評価結果を処遇や賞

与，学内研究費に反映させる。 

    ・事務局の組織体制について適宜見直しを行い，職員の人材確保に努め，柔軟かつ適正な職

員の配置を行う。 

   〔教職員の能力向上〕 

    ・大学運営に必要な知識，技能を習得するため，研修の充実や自己啓発の促進を図るととも

に，他機関との人事交流を検討し，教職員の能力向上に取り組む。 

   〔教員の在外研修制度の推進〕 

    ・国際的な研究レベルを維持し，かつ教員のモチベーションを向上させるため，教員の在外

研修制度を引き続き推進する。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

95 

優秀な人材を確保するため，雇用形態

の見直しを検討していくとともに，特

任教員制度等を継続して活用し，特色

ある多様な人事の確保に努める。 Ⅲ 

特任教授制度を利用して，本学の教育研

究に資する特色ある人材を確保した（特

任教授５名）。また，これまでの特任教

員制度等の制度の整備を行い，資格や責

務を明確にした。クロスアポイントメン

ト制度を導入し，教員が複数機関で雇用

されることを可能にした。 
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96 

多元的な視点に基づき教員の実績評

価を行い，評価結果を一般研究費の配

分や処遇等へ反映させる。また，評価

基準の妥当性の検証を行う。 

Ⅲ 

各教員の５年分の研究・教育・大学運営

等に係る業績を集約し，一般研究費の追

加配当および手当の増額を行った。 

97 

適宜事務局の体制見直しを行い，職員

の人材確保に努める。 
Ⅲ 

社会連携センターの体制強化のため，プ

ロパー職員１名を配置した。また，職員

採用試験によりプロパー職員２名を採

用し，人材の確保に努めた。 

98 

公大協や北海道ＦＤＳＤ協議会等で

主催する研修カリキュラムへの積極

的な参加を促し，大学運営に必要な知

識，技能の修得を図る。 
Ⅲ 

公大協主催の公立大学職員研修，研究活

動促進に資するための研修，個人情報保

護法改正に伴う実務者勉強会，教学ＩＲ

に関する研修のほか，北海道ＦＤＳＤ協

議会主催の学生支援に関する研修等に

教職員が参加し，能力向上を図った。 

99 

在外研修を行う教員が効果的に制度

を利用し，国際的な研究成果を挙げら

れるよう，制度とその運用方法の改善

を検討するとともに，新型コロナウイ

ルス感染症の影響を踏まえ，制度の柔

軟な運用を図る。 

Ⅲ 

令和３年度派遣教員１名について研修

期間を延長するとともに，令和５年度の

新規派遣候補者については募集を行い，

１名の派遣が決定した。 

 

      (3) 財政基盤の安定化に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     効率的な予算執行により，経費節減を図るとともに，外部資金の確保対策を進める。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔適切な予算配分と執行〕 

    ・中期計画，年度計画に基づいて，適切な年度予算の編成に取り組むとともに，柔軟で効率

的な執行に努め，経費の節減を図る。 

   〔外部資金の確保〕 

    ・寄附の受入を促進するための取り組みを進めるとともに，各種の外部資金獲得に係る迅速

な情報収集と学内の情報共有を図り，外部資金の確保，拡充を図る。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

100 

管理経費の抑制に努めるとともに，施

設整備費の計画的な執行など，効率的

かつ弾力的な予算運用を行う。 

Ⅲ 

〇令和４年度の予算執行に際しては，光

熱水費や物価の高騰が続く中で，必要

に応じて補正予算を編成するなど，適
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正な支出管理に努めた。 

〇また，令和５年度予算編成にあたって

は，管理経費のシーリングにより経費

節減を進めた一方，研究費は前年度水

準を確保しつつ，価格高騰による光熱

水費の増分を確保し，設備更新にも予

算配分を行うなど，弾力的な予算配分

に努めた。 

101 

公立はこだて未来大学振興基金等へ

の寄附受入の取り組みを進めるとと

もに，競争的研究費の情報収集と学内

の情報共有を行い，外部資金の確保，

拡充を図る。 

Ⅲ 

〇引き続き，本学ホームページへの掲載

や入学式および卒業式の際にパンフレ

ットを配布するなど未来大振興基金へ

の寄附を呼びかけるとともに，インター

ネット寄附システムによるクレジット

カード決済など，より手軽な寄附ができ

るように取り組んだ。 

令和４年度外部資金受入額 

・科研費      65件 85,178,400円 

・共同研究     13件 27,686,000円 

・受託研究     13件 62,150,764円 

・受託事業等    3件  3,446,000円 

・未来大振興基金  11件  2,900,000円 

・奨学寄附金等     8件  9,510,000円 

 

 

   (4) 施設設備の整備に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     施設設備の有効活用と計画的な修繕・改修を進める。また，情報通信システムの効率的・

効果的な整備を実施するとともに，情報セキュリティ対策を充実させる。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔施設設備の適正な維持管理と長寿命化〕 

    ・長寿命化計画を策定し，計画的な施設の維持管理を行うとともに，定期的な点検により，

適切な改修，修繕を実施する。 

   〔情報通信システムの整備・情報セキュリティの強化〕 

    ・情報通信システムの計画的な更新整備を図るとともに，情報セキュリティの検証，対策の

適切な実施により，学内情報システムの保護に努める。 
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No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

102 

令和３年度に行った設備更新検討業

務委託による報告書に基づき，今後の

熱源システムの更新を検討する。 
Ⅲ 

熱源システムの更新の時期について令

和３年度に行った設備更新検討業務委

託報告書に基づき，委託業者と具体的な

更新時期や内容の協議を行うとともに，

概算費用および実施時期について財務

担当との間で情報共有を行った。 

103 

令和４年４月から運用が開始される

情報通信システムの安定的な稼働を

図るとともに，情報セキュリティの検

証，対策の適切な実施により，学内情

報システムの保護に努める。 Ⅲ 

令和４年４月１日より新情報通信シス

テムが稼働しているが，安定的な稼働を

図るため，構築業者および常駐ＳＥ，本

学システムＷＧと連携し，逐次トラブル

や課題をメール（ＭＬ）で情報共有し，

解決にあたった。また，利用方法等につ

いては，学内ユーザへ各種マニュアルを

提供するとともに，ヘルプデスクを設置

し，メールでの問い合わせに対応した。 

 

 

   (5) 環境・安全管理に関する目標を達成するための措置              
 

      □第３期中期目標            

     省エネルギー対策等による環境負荷の削減に努める。また，安全衛生管理の実施および危

機管理体制の整備を図るとともに，人権侵害防止に取り組む。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔環境負荷の削減〕 

    ・環境に配慮した省エネルギー対策やごみ，資源収集対策等を推進し，環境負荷の削減に努

めながら，コストの削減に取り組む。 

   〔安全衛生管理と健康管理〕 

    ・安全衛生管理体制のもと，教職員と学生の安全衛生への意識向上を図るとともに，臨床心

理士の配置等により学生の適切な健康管理に取り組む。 

   〔危機管理体制の整備〕 

    ・災害・事故等に迅速かつ適切に対応するため，危機管理体制の体系的な整備を図る。 

   〔ハラスメントの防止〕 

    ・ハラスメント防止ガイドライン等に基づき，人権侵害防止に係る啓発活動に取り組む。 
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No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

104 

冷暖房等の省エネルギー対策を引き

続き推進し，一層の経費節減に努める

とともに，供給電気を再生可能エネル

ギーに指定した場合の電力調達方法

の検討を行う。 

Ⅲ 

令和４年８月に実施した電力供給に係

る入札（令和４年 10 月１日供給開始）

は，世界的なエネルギー価格の高騰の影

響により，不調となったため，北海道電

力ネットワーク（株）と最終保障供給契

約を締結した。使用料は標準約款での契

約に比べると割高となることから，教育

研究活動に支障が出ない範囲での節電

要請を学内メールや教授会において行

った。また，学内照明のＬＥＤ化未実施

箇所の一部をＬＥＤ照明に改修した。 

105 

学生の心身の健康管理面での支援体

制を充実させるとともに，学生に寄り

添った学生相談室の運営を図る。 Ⅲ 

学生相談室のカウンセラー，医務室の看

護師，学生委員長（学生相談室長）と事

務局が定期的にカンファレンスを実施

し，それぞれの立場で支援が必要な学生

に対して適切な対応を検討・確認した。 

106 

労働安全衛生法に基づいて設置した

衛生委員会により，教職員等の安全お

よび衛生に関する環境の向上を図る。 

Ⅲ 

衛生委員会を毎月開催し，新型コロナウ

イルス感染症拡大防止対策や時間外労

働の状況の把握等を行ったほか，産業医

による職場巡視を実施し，特に問題がな

いとの評価を得た。温度・湿度管理につ

いて配意することが望ましい等の参考

意見については教職員に周知するとと

もに，職場環境の向上に努めた。 

107 

災害・事故等の緊急時対応を適切に行

うため，ガイドライン等の整備を含

め，危機管理体制の構築を検討する。 

Ⅲ 

新型コロナウイルス感染症対策につい

ては，令和２年度に設置した COVID-19対

策会議において，危機管理体制の構築を

行っている。対面授業の再開等の授業形

態の段階的な緩和や，卒・入学式等の行

事の実施，衛生管理対策等について情報

収集を行い，対策の実施の検討，決定を

適切に行った。 

108 

ハラスメントを防止するために，教職

員および学生に対して，ハラスメント

防止ガイドラインを周知する。また，

本学または他機関でハラスメントが

Ⅲ 

ハラスメント防止に関する啓発活動と

して，ハラスメント防止等委員会の活動

やホームページの内容の見直しを行い，

半期ごとに教職員および学生に電子メ
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発生した場合には，注意喚起を行うと

ともに，必要に応じてハラスメント防

止ガイドラインの見直しを検討する。 

ールで周知し，意識の向上に努めた。ま

た，マニュアルの更新を含めた見直しを

令和５年度以降実施することとした。 

 

 

  ９  自己点検・評価，広報・ＩＲ等の推進に関する目標を達成するための措置 

      (1) 自己点検・評価，外部評価に関する目標を達成するための措置             
 

      □第３期中期目標            

     自己点検・評価結果やそれに基づく第三者の評価を，教育研究の質の向上と大学経営の改

善に戦略的に反映させる。 

 

      ■第３期中期計画 

   〔自己点検・評価の実施および外部評価の受審〕 

    ・効率的な情報集積体制を構築し，定期的な自己点検・評価を実施する。また，法人評価委

員会および大学認証評価機関による外部評価を受け，教育研究や大学運営の改善に努める。 

 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

109 

評価委員会を中心に，大学運営につい

ての自己点検・評価を定期的に実施

し，今後の大学運営の改善・改革に活

かす。 
Ⅲ 

毎学期の授業フィードバックの回答結

果をもとに，特に履修生の満足度が高い

授業を「未来大生が選ぶ高満足度授業」

として選定することとした。その結果，

前期は５授業，後期は６授業が高満足度

授業として選定された。なお，選定され

た高満足度授業については，大学ウェブ

サイトにて公開した。 

 

 

 

      (2) 広報・ＩＲ等の推進に関する目標を達成するための措置             
 

      □第３期中期目標            

     大学の目標達成に資する活動を行うために，大学に関する情報を集積し分析を行うことで，

計画立案や意思決定に活用する。大学のさまざまな活動を調査分析することで，その特徴等

を，透明性をもって情報公開するとともに，戦略的な広報を進め，社会における大学の価値

の理解促進に努める 

    〔ＩＲ：データに基づく大学運営と教育改革を目指し,研究力,教育力,入試,財務等の各種の

機関データを収集･分析･活用･公開する取り組み〕 
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      ■第３期中期計画 

   〔戦略的な広報およびＩＲの推進〕 

    ・教育研究に関わる社会からの情報ニーズに的確に対応した広報を強化し，戦略的な情報発

信を行う。また，大学のさまざまな活動を調査分析するためのＩＲ機能を整備し，大学の状

況を測定するとともに，必要に応じて公開し，教育研究の改善や大学運営に活用する。 

 

No. 年度計画 
進捗状況

（自己評価） 
実施状況 

110 

教育研究に関わる社会からの情報ニ

ーズを整理・分析し，本学のブランデ

ィングに資する取り組みを引き続き

実施する。 

Ⅲ 

本学の教育・研究により得られた成果を

ウェブサイトの記事，報道機関からの取

材などを通して広く周知するなど本学

のブランディングに資する取り組みを

実施した。また，令和４年度事業として，

テレビ番組制作および番組の Web配信を

行うなど，研究を中心として紹介するこ

とにより，本学のブランディングに資す

る取り組みを実施した。 

111 

各部署と連携しＩＲの組織的運用を

開始するとともに，企画経営に活用す

る。また，教学ＩＲ等に関するデータ

の取り扱い方を整備し，教育方法の改

善や学生支援に活用するための仕組

みを作る。 

Ⅲ 

ＩＲのための大学での基本的な指標と

して，基本データに加え，入試統計，就

職統計，競争資金，財務状況，図書館利

用統計等にかかわる各年度データのオ

ンラインデータ化を継続した。また教学

ＩＲを目的として，評価委員会において

文部科学省のガイドラインを参考に調

査項目を抽出した。 

 




